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令和元年第２回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第２号）

―――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

令和元年７月１９日

午前１０時０２分から

午後 ３時２６分まで

本会議場において

―――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 古手川正治

副 委 員 長 木付 親次

志村 学 清田 哲也

今吉 次郎 阿部 長夫

太田 正美 衛藤 博昭

森 誠一 大友 栄二

井上 明夫 鴛海 豊

三浦 正臣 土居 昌弘

嶋 幸一 濱田 洋

末宗 秀雄 阿部 英仁

成迫 健児 浦野 英樹

高橋 肇 木田 昇

羽野 武男 二ノ宮健治

守永 信幸 藤田 正道

原田 孝司 小嶋 秀行

馬場 林 尾島 保彦

玉田 輝義 平岩 純子

吉村 哲彦 戸高 賢史

河野 成司 猿渡 久子

堤 栄三 荒金 信生

後藤慎太郎

―――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

井上 伸史 元吉 俊博

御手洗吉生

―――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

―――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

総務部長 和田 雅晴

総務部審議監 武藤 康彦

総務部参事監兼法務室長 廣末 隆

総務部参事監兼人事課長 後藤 豊

総務部参事監兼財政課長 佐藤 章

総務部参事監兼税務課長 吉冨 智昭

知事室長 山田 雅文

行政企画課長 中村 剛士

県有財産経営室長 石掛 忠男

県政情報課長 松原 正和

市町村振興課長 塩月 裕士

総務事務センター所長 兼子 康男

行政企画課総務企画監 宮澤 洋

財政課財政企画監 足立 博

市町村振興課市町村振興監 一丸 和子

県有財産経営室室長補佐 小野 裕二

財政課課長補佐 加来 隆幸

税務課課長補佐 阿部 一芳

財政課主幹 安部 祐介

財政課主幹 松垣 安城

財政課主幹 津田 隆

財政課副主幹 渕 貴美子

………………………………………………………

企画振興部長 中島 英司
企画振興部審議監兼 磯田 健政策企画課長
企画振興部参事監兼 中山 和充おおいた創生推進課長
企画振興部参事監兼 秋月 久美芸術文化スポーツ振興課長

国際政策課長 藤井 正直
ラグビーワールドカップ 高橋 強２０１９推進課長

広報広聴課長 河野 圭史

統計調査課長 神志那貴雅

交通政策課長 遠藤 健人

政策企画課総務企画監 神﨑 文隆

―――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第５２号議案から第５４号議案まで

―――――――――――――――――――――

７ 会議に付した事件の件名

① 歳入予算全般

予算特別委員会会議記録 第２号
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② 総務部関係予算

③ 企画振興部関係予算

―――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

おはようございます。古手川委員長

ただいまから、本日の委員会を開催します。

本日以降の委員会は、昨日の委員会において

決定した運営要領及び審査日程により行います。

なお、審査にあたっては、運営要領に従い、

円滑に運営できるよう、御協力のほどよろしく

お願いします。

この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより歳入予算関係の審査に入りますが、説

明は簡潔かつ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

歳入予算全般

それでは、歳入予算関係につい古手川委員長

て執行部の説明を求めます。

第５２号議案令和元年度大分県和田総務部長

一般会計補正予算（第１号）のうち、歳入全般

について説明します。

お手元に配付の予算特別委員会資料（歳入全

般）を御覧ください。この表は、歳入予算につ

いて、款別に今回補正予算案、既決予算額、累

計Ａと平成３０年度当初予算額Ｂ、増減額（Ａ

－Ｂ）、伸び率を表したものです。

左下の歳入合計欄の右にあるように、今回の

補正予算案は６４７億６，３００万円であり、

これに既決予算額を加えた累計は６，４６３億

４，２００万円となり、対前年度比は、一番右

の４．８％の増となります。

今回の補正予算では、大分県版地方創生の実

現に向けた取組を加速前進させる事業をはじめ、

人工知能やＩｏＴ、ドローン等の先端技術への

挑戦により地域課題の解決や経済の活性化等を

図る事業、国の防災・減災、国土強靱化対策や

緊急自然災害防止対策事業を積極的に活用した

強靱な県土づくりのための取組などを盛り込ん

でいます。さらに、数十年に一度と言われるよ

うな大災害が毎年のように発生する中、災害発

生時に、より機動的に対応するため、九州北部

豪雨などの経験を踏まえ必要と見込まれる経費

をあらかじめ計上しています。

こうしたことから、補正後の予算総額は６年

連続で対前年度プラスとなる積極予算となって

います。

以下、歳入予算の主な内容について説明しま

す。

まず、その表の一番上の第１款県税について

は、最近の県税収入の状況、さらには県内経済

の動向などを勘案して見積もりましたが、当初

予算と差異が認められなかったことから、今回

は補正していません。

当初予算では、個人消費が底堅く推移してい

ることによる地方消費税や個人県民税の増から

税収はリーマンショック以降最大となり、前年

度より１９億円プラスの１，２７６億円を計上

しています。

その下、第２款地方消費税清算金についてで

す。こちらも県税と同様に補正は行っていませ

んが、当初予算では４５６億８，１００万円を

計上しています。これは、税務署等に納付され

た地方消費税をそれぞれの都道府県が一旦受け

入れた後、各都道府県間で清算するものであり、

地方財政計画における全国ベースの伸びを踏ま

え、前年度に比べて１３億７千万円の増を見込

んでいます。

第５款地方交付税についても当初予算で全額

を計上していますが、１，６７７億円でほぼ前

年並みとなっています。

順序が前後しますが、地方交付税の振り替わ

りとして、地方で借り入れる臨時財政対策債に

ついては、資料の下から２番目、うち臨時財政

対策債にあるとおり、当初予算で２０６億３，

１００万円を計上しています。右から２列目の

増減額（Ａ－Ｂ）にあるとおり、前年度に比べ

て４９億２，８００万円の減となっています。

これについて地方交付税は地方公共団体の財源

保障機能を有していることから、税収が増加す

れば、交付税と臨時財政対策債の総額は減少す

ることとなります。今年度の地方財政計画にお

いては、地方税収等の増加により地方財政収支

が大幅に改善することから、臨時財政対策債が
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減少すると見込んでいます。

上から三つ目の第３款地方譲与税ですが、新

たな森林管理制度を円滑に推進するために今年

度創設された森林環境譲与税を９，１００万円

計上しています。

中ほどの第７款分担金及び負担金については、

農林水産業費、土木費の公共事業に係る市町村

負担金等を計上するものです。

その二つ下、第９款国庫支出金は２３０億８，

４１９万円を増額し、累計では１，０５４億７，

７５２万２千円となり、前年度と比較して１２

３億６８９万９千円の増、率にしてプラス１３．

２％となっています。これは、国の臨時・特別

の措置を活用した防災・減災、国土強靱化のた

めの３か年緊急対策に基づく事業を積極的に受

け入れることに伴う社会資本整備総合交付金の

増などによるものです。

今回の補正の詳細については、令和元年度補

正予算に関する説明書の１５ページをお願いし

ます。

第２項国庫補助金については、一番下の第５

目農林水産業費国庫補助金では、４７億６，７

１４万７千円を計上していますが、これは１７

ページの上から三つ目の農村漁村地域整備交付

金８億８，８２０万９千円や、その二つ下の農

業水路等長寿命化・防災減災事業交付金６億６，

５１９万１千円など、農業農村整備事業といっ

た公共事業の受入れに伴うものが主なものです。

１９ページをお開きください。第７目土木費

国庫補助金では、１１１億２，３５３万５千円

を計上していますが、これは一番上の社会資本

整備総合交付金８２億７，６５８万９千円、そ

の下の道路新設改良費補助金１０億４，７８３

万５千円など、国土強靱化対策などの公共事業

関係がその主なものです。

２１ページをお開きください。第１０目災害

復旧費国庫補助金では、６７億６，９９６万３

千円を計上していますが、一番下の災害時緊急

対応事業費補助金３７億２，２２５万円がその

主なものです。これは、台風や豪雨等による大

規模災害発生時に機動的に対応するため今回創

設した災害パッケージ関連事業に係るものです。

元の予算特別委員会資料（歳入全般）に戻っ

ていただき、第１２款繰入金ですけれども、こ

のうち繰入金の下に書いている、うち財政調整

用基金繰入金については、財政調整基金５１億

円を取り崩すこととしており、補正後の累計Ａ

は９４億円となります。前年度からの増減額は、

その二つ右にあるとおり６億円の増となります。

これはさきほど申し上げた、今回創設する災害

パッケージ関連事業に伴う一般財源所要額８億

８，４１５万円の増などによるものです。

また、繰入金のうち今回補正するその他の主

なものは、県有建築物の長寿命化へ向けた施設

改修等に充てる県有施設整備等基金繰入金１８

億４，５３３万４千円などです。

次に、第１４款諸収入です。

今回の補正額は７６億７，５１２万６千円で

あり、これに既決予算額を加えた累計は５７０

億１，００７万９千円となります。

詳細については、再び令和元年度補正予算に

関する説明書の３１ページをお開き願います。

第３項貸付金元利収入、第１目貸付金元利収

入ですが、今回の主なものは、上から二つ目の

中小企業振興資金貸付金分から、３２ページの

上から三つ目の地域産業振興資金貸付金分まで

の、いわゆる県制度資金と呼んでいるものが合

計で６９億３，２１２万円、その下の過疎地域

等企業立地推進事業貸付金分の２億５千万円な

どです。

もう一度元の予算特別委員会資料（歳入全

般）にお戻りください。最後に、下から三つ目

の第１５款県債です。今回の補正額は２５０億

９千万円であり、これに既決予算額を加えた累

計は７９７億９，３００万円となります。前年

度と比較しますと、９１億４００万円、率にし

て１２．９％の増となっています。これは、国

の臨時・特別の措置を活用した防災・減災、国

土強靱化のための３か年緊急対策に基づく事業

や、県単独事業である緊急自然災害防止対策事

業に積極的に取り組むことに伴い、交付税措置

のある有利な起債の発行が増加することなどに

よるものです。

以上で、令和元年度７月補正予算の歳入全般
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について説明を終わります。御審議のほどよろ

しくお願いします。

以上で説明は終わりました。古手川委員長

この際、委員の皆さまに申し上げます。

これより質疑に入りますが、本委員会での質

疑は、事前に通告のあった委員を優先して指名

します。発言は、私から指名を受けた後、起立

し、発言願います。発言の際は、お手元のマイ

クを使用してください。

質疑は、付託された予算議案に対する内容に

とどめるとともに、説明資料名、ページ及び事

業名等を明らかにしてください。質疑の方法は

一人一括問答方式となっており、質疑は関連質

疑も含め、一人５分以内、再質疑は２回までと

なっていますので、要点を簡潔にお願いします。

なお、関連質疑は関連した内容にとどめ、関

連以外の質疑にわたらないようにお願いします。

また、執行部に対し、資料の要求等がある場合

は、質疑とあわせて要求していただくようお願

いします。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。

事前の通告者が３名います。

それでは、順次指名します。

まず手数料収入についてお伺いします。堤委員

今回の手数料収入として消費税引上げによるも

のが３５件ありますけれども、基本的には地方

公共団体は消費税の申告義務がありません。諸

経費に消費税がかかったとして、その仕入れ等

にかかった消費税分のみの引上げであれば理解

するんですけれども、１０％の消費税を課すの

は県民への負担が増えるのみではないでしょう

か。なぜ仕入れ等にかかった消費税額のみの引

上げとせず、１０％相当額の引上げとするのか

が１点。

今後の財政収支の見通しの試算についてです。

これは国の中長期の経済財政に関する試算等を

参考にしていますけれども、昨年の第１回定例

会でも同様の試算が出ています。例えば昨年の

財政調整用基金では２０２１年度から３００億

円台で推移すると試算されていましたが、今回

は３２０億円台で推移しています。この差の大

きな要因は何か。また、来年度から地方消費税

が歳入として入る予定ですけれども、その試算

の県税・交付税・臨時財政対策債等の４，０１

６億円の中で地方消費税分と県税分の各金額の

推計はいくらになっているか答弁をお願いしま

す。

まず、１０％相当額の引上げに佐藤財政課長

ついてですけれども、消費税については、国内

において事業者が行う資産の譲渡等に課せられ、

非課税となる事務については消費税法で法令に

基づく役務等の提供についての一部のみ限定的

に非課税とされています。

地方公共団体が行う事務の中には法令に基づ

かない施設の貸付け等の課税対象となる事務が

あり、そうした事務については適正に消費税を

転嫁する必要があります。そのため今回８％か

ら１０％へ消費税が引き上げられたことに伴い、

２％分を転嫁する必要があるため、手数料につ

いて１０％への引上げをお願いしています。

財政調整用基金残高の前回推計との差につい

てですけれども、前回推計した令和４年度まで

の残高については、今回推計との比較で各年度

１０億円から２０億円程度のプラスとなってい

ます。

主な要因ですけれども、まず一つは、平成３

０年度、令和元年度の実績分の推計に入る前の

発射台の分が少し変わり、増加要因として、平

成３０年度末の財政調整用基金残高が３４億円

ほど平成３０年度の収支見込みのときよりも増

えています。

また、減少要因として、令和元年度の取崩し

額が収支見通しよりも２５億円ほど増えていま

す。これはさきほど部長から説明があった災害

パッケージ関連事業等で約９億円の一般財源を

使うというのが主なものです。

そういったことで、まず発射台として令和元

年度末の残高が１３億円ほど増加するとなって

います。

それから令和２年度以降の推計の中で増加要

因として、財源の多くが一般財源である義務的
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経費の減が令和２年度で２０億円、３年度で２

３億円ほどあります。

一つは、人件費が増えて、これは残高から見

ると減要素ですが、会計年度任用職員の制度の

導入に伴い、その影響額として計は増え、逆に、

推計上の想定金利が下がったことで公債費が令

和２年度、３年度で３５億円減になり、合わせ

て全体としては義務的経費が減ることで、財政

調整用基金については増加要素として影響を与

えています。

もう一つ、県税・交付税・臨時財政対策債等

の令和２年度の４，０１６億円の内訳について、

県税全体の額が１，３５８億円、そのうち地方

消費税は４０８億円を見込んでいます。

１番目の手数料収入の関係で、２％引堤委員

き上げて１０％だと。それを聞きたいんじゃな

くて、本来で言うと消費税を申告する義務はな

いじゃないですか。だから仕入れ等にかかった

消費税額だけの上乗せをすれば本来事足りるわ

けね。プラスマイナスゼロですから。それで１

０％にすると余分に取り過ぎるわけですよ、簡

単に言えばね。なぜ仕入れ等にかかった消費税

のみの上乗せとしないで１０％にしたのかを聞

きましたので、それを教えてください。

さきほど委員がおっしゃったと佐藤財政課長

おり、課税対象となる事業の中には積算根拠に

人件費等の一部非課税となる分が入っています。

ただ、あくまで施設の貸付けなどの事務全体

が課税対象となっていますので、２％転嫁して

います。消費税法上の制度として地方公共団体

の一般会計については利益を上げないというこ

とがあり、それによって特例として課税対象と

なる消費税額から仕入れに係る消費税額を全額

控除することができるということで、結果とし

て消費税の納税義務が生じないということにな

っています。あくまでも制度上は消費税の課税

対象となっていますので、課税する必要がある

と。ただ、仕入れ等については全額を控除でき

るということで、結果として納税義務がないと

いうことになっています。

だからそこら辺がよく分からない。結堤委員

局、課税事業イコール仕入れ等の税額という感

じでやって、しかし、実際には違うわけでしょ。

仕入れ等にかかった消費税の方が少ないわけで

すよ。本来で言えば、その差額が出てくるわけ

ですよ。つまり消費税法に規定されているよう

な状況じゃなくて、実際にかかった金額だけ上

乗せすればいいんじゃないのと。なぜそうしな

いのか。法律上そうなっているから単純にしな

いのか、それとも計算がややこしいからしない

のか、そこら辺はどうなんですか。私が言いた

いのは、仕入れ等にかかった消費税額の分だけ

上乗せすればいいんじゃないですかと。そうし

た方が、県民に対しては説明が付くんですよね。

それはどうなんですか。

一つは、今回１０％の課税にし佐藤財政課長

ているんですけれども、課税事業者等が使用料

なり手数料を１０％課税された分を払うと、そ

の１０％分については、その事業者自体は課税

控除の対象になる制度になっています。

それから堤委員が今おっしゃったとおり、確

かに積算の中の課税される分のみをかければい

いということですけれども、税率が３％から５

％、８％、１０％と引き上げられる中で、もと

もと消費税法の制度自体は当初から設計された

とおりとなっています。その中で、地方公共団

体の一般会計は消費税の一部を交付税の原資と

していただく形になっています。ということは

消費税として課税した分を仮に納めようとした

ら、納めたものをもう一度また交付税という形

で財源としてもらうことになります。もともと

交付税としての財源を消費税としてもらうとこ

ろが、前もってその分を消費税として納めると

いう経済上の処理をすること自体がどうかとい

うことで、制度的には消費税について地方公共

団体が法令に基づいて使用料等設定する以外の

ものについては当然課税するということになっ

ています。今申し上げたような考え方……。

答弁は簡潔にお願いします。古手川委員長

すみません。もともと当初の制佐藤財政課長

度設計の段階からさきほど申し上げたような考

え方で納税しないという形になっています。

堤委員、再質疑は２回ですので、古手川委員長

このやり取りだけでは内容が不十分でしょうか
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ら、また個別に説明を受けていただければと思

います。よろしくお願いします。

私からは２点お伺いします。土居委員

まず、今回の７月補正予算案全般についてで

すけれども、今回の補正予算案は実に思い切っ

た積極予算案になっています。これまでの予算

編成を見てみると、行財政改革の一つの目安で

あった財政調整用基金残高と県債残高にかなり

配慮しながら組んでいたんではないかなと思わ

れます。

ところが今回は、財政調整用基金残高は目標

よりもちょっと減り、県債残高の方も総額も、

また臨財債を除いた額も昨年度よりもプラスと。

実に７年ぶりだと伺っています。この判断に至

った経緯を詳しく教えていただければなと思い

ます。

それから２番目に、税務課に対してですけれ

ども、令和元年度補正予算に関する説明書の５

ページ、森林環境譲与税について伺います。今

年度から森林環境譲与税が創設されましたが、

この譲与税の目的について改めて伺いたいと思

います。

さらには令和元年度補正予算案では９，１０

０万円が計上されていますが、今後の譲与税の

額の見込みがどのようになるのか、その推移を

どのように見込んでいるのか伺います。あわせ

て今後の市町村分の譲与税の額についても教え

てください。

まず私から、今回の補正予算案佐藤財政課長

が思い切った案となった、この判断に至った詳

しい理由をということでしたので、お答えしま

す。

令和元年度末の県債残高は総額で１兆４０８

億円程度、臨時財政対策債を除いた実質的な残

高は６，４１３億円程度となり、平成３０年度

末の残高と比べそれぞれ８０億円、９１億円の

増となる見込みです。

総額では平成２４年度以来７年ぶり、臨時財

政対策債を除いたところでは平成１３年度以来

１８年ぶりの増となっています。現在喫緊の課

題である強靱な県土づくりを強力に推し進める

必要があるために、国の臨時・特別の措置等の

期限である令和２年度にかけて県債残高は増と

なる見込みです。それでも災害に強い大分県を

築くということが次の世代に向けた私たちの責

任として、どうしてもやらなければならないこ

とであり、結果として県債残高はプラスとなっ

たものです。

その際でも、交付税措置の高い有利な起債を

できる限り活用して、実質的な公債費の負担の

抑制等については引き続き努めていきたいと思

います。

森林環境譲与税についてお答え吉冨税務課長

します。

その目的については、近隣の森林現場におい

て木材価格の低迷による所有者の経営意欲の低

下、所有者不明の森林の増加、林業の担い手不

足等の困難な課題が生じており、これらに対応

し、森林資源の適切な整備、管理を推進するた

め、市町村を主体とした新たな森林管理の取組

が必要となり、新たに発生した行政需要の財源

として導入されたものです。

今後の見込みですが、森林環境譲与税は国に

おいて本年度から令和３年までの間は総額で２

００億円、令和４年度から令和６年度までの間

は３００億円を見込んでいます。

譲与基準は、私有林の人工林面積と林業就業

者数、人口となっていて、国の見込額を基に本

年度の譲与割合により試算した結果、本年度か

ら令和３年までの間は９，１００万円、令和４

年から６年までの間は１億３，６００万円と見

込んでいます。

今後の市町村分の見込みについては、大分県

分と同様に同じ譲与割合に基づいて試算した場

合、本年度から３年度までの間は県内市町村分

の合計が３億６，４００万円、令和４年から６

年までの間が５億４，７００万円と見込まれま

す。

よろしいですか。（「はい」と古手川委員長

言う者あり）

まずもって総務部の皆さん、予算編原田委員

成、大変御苦労さまでした。今年度は統一地方

選もあって、長丁場の御苦労だったと思います。

超勤もかなりされたんではないかなと思います
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が、ぜひ機会を見つけてリフレッシュしていた

だきたいと思いますし、そのためにも和田総務

部長、先頭に立ってリフレッシュしていただき

たいなと思っています。

私は、財政調整用基金の考え方について質問

します。

今定例会では基金から５１億円、当初予算と

合わせて９４億円を取り崩しています。先日の

井上伸史議員の代表質問の中で財政収支見通し

が出されましたけれども、これを見るとこれか

らも６０億円から７０億円の取崩しを想定して

います。今年度については、行財政改革アクシ

ョンプランや歳出の削減により、年度末には標

準財政規模の１０分の１に当たる３２４億円は

確保できる見通しであると述べられていますが、

毎年のように県内で大規模災害が起きている状

況を考えると、年度末に達成できると言うので

はなくて、当初予算編成が終わった時点で取り

崩しても、残高として３２４億円を確保してお

かなければならないんではないかと考えるんで

すが、見解をお聞きかせください。

委員の御指摘は、安定的な財政佐藤財政課長

運営に必要と考える標準財政規模の１０％相当

の３２４億円をどの段階で確保すべきかという

ことだと思います。

地方財政法の中で前年度の決算剰余金は翌年

度に財政調整用基金に積み立てるという規定が

あり、基金残高を議論する場合は通常年度末時

点での金額としています。

また、当初予算編成後、今回は７月補正予算

の編成後なんですけれども、収支見通しを示し

ているとおり、これまでの財政運営の経験から

事業執行上の工夫等により節約額等を見込むこ

とはある程度可能であると考えています。

そういったこともあって、安定的な財政運営

に必要と考える財政調整用基金残高については、

当初予算編成後、年度途中に制度上必ず積み立

てることとなる決算剰余金や年度途中の事業執

行の工夫により生じる節約額等を踏まえた年度

末時点の額で検証することとしているところで

す。

説明、分かりました。原田委員

これからもそうなっていくだろうなと思うん

ですけれども、何を危惧しているかと言うと、

こういうやり方をしているといずれ厳しくなっ

ていくんじゃないかなと思っています。もちろ

ん毎年の歳出の削減というのはあるんでしょう

けれども、行財政改革についてもアクションプ

ランについても、行くところまで行っているん

じゃないかなと。また、これから国のプライマ

リーバランスの黒字化というのがありますから、

地方財政に対する厳しさも増すと考えています。

安定的な財政運営のためにも、そういった考え

方があるということをぜひ頭の隅に入れて、ま

た来年度からの予算編成を考えていただければ

と思います。

以上で事前通告者の質疑を終了古手川委員長

しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

ありませんでしょうか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑もないようですので、古手川委員長

これをもって歳入予算関係に対する質疑を終わ

ります。

暫時休憩します。

午前１０時３５分 休憩

―――――→…←―――――

午後 １時 ２分 再開

こんにちは。休憩前に引き続き、木付副委員長

委員会を開きます。

これより総務部関係予算の審査に入りますが、

説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡潔か

つ明瞭にお願いします。

―――――→…←―――――

総務部関係

それでは、総務部関係予算につ木付副委員長

いて執行部の説明を求めます。

それでは、第５２号議案令和元和田総務部長

年度大分県一般会計補正予算（第１号）のうち、

総務部関係の歳出について説明します。

別冊でお配りしています令和元年度総務部予

算概要の１ページをお開きください。

令和元年度総務部補正予算の概要についてで
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すが、Ⅰの予算のポイントの基本方針にあると

おり、南海トラフ巨大地震等の大規模災害への

備えを強化するため、県有施設等の防災対策の

強化を図るとともに、県有建築物を長期にわた

り安全・安心な状態で活用するため、計画的な

保全工事を行います。

また、人口減少や少子高齢化の進行等に伴う

構造的課題に確実に対応していくため、市町村

職員実務研修制度の充実や市町村の公共施設マ

ネジメントの推進を支援することにより、市町

村行財政基盤の強化を図ります。

次に、２ページを御覧ください。

令和元年度総務部予算の一般会計についてで

すが、上から２行目の７月補正の欄にあるとお

り、今回の補正額は２０億円の増額で、既決予

算額と合わせた累計額は１，５５０億８９０万

３千円となります。

これを平成３０年度当初予算額（Ｂ）と比較

しますと、右から２列目の前年度対比（Ａ）－

（Ｂ）の欄にあるように５億９，８２５万１千

円、率にして０．４％の増となります。

これは、地方消費税の増収による地方消費税

清算金・市町村交付金の増などが主な要因です。

以下、予算概要に沿って補正予算に計上した

事業について説明します。

１８ページをお開きください。県有建築物保

全事業費、７月補正予算額２０億円です。

この事業は、平成２７年度に策定した大分県

公共施設等総合管理指針に基づき、計画的な保

全工事を実施することで、県有建築物を長期に

わたり安全・安心な状態に保つとともに、建て

替え時期の延伸によりコストを縮減し、財政負

担の軽減・平準化を図るものです。

老朽化が進む県有建築物や公共インフラ施設

の長寿命化を計画的・戦略的に推進するため、

本年度の組織改正で総務部の県有財産経営室に

全庁横断的に長寿命化計画の進捗管理等を所管

する公共施設総合管理班を新設し、本事業につ

いては土木建築部から移管しました。今後は施

設改修を一元的に管理し、計画的な予防保全を

実施していきます。

以上で総務部関係の歳出の説明を終わります。

御審議のほどよろしくお願いします。

以上で説明は終わりました。木付副委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願い

ます。

事前通告者が２名います。

それでは、順次指名します。

人事課の関係で県職員の給与等につい堤委員

て、総務省は会計年度任用職員に係る財政措置

について、４月に各自治体に調査依頼を出して

検討するとなっていますけれども、県として現

状どのような検討をしているのか。また、大分

県として待遇改善に必要な財政規模を具体的に

示すなど、どのように働きかけを行ってきたの

か。今回の補正予算で待遇改善のための増額を

すべきではないかと思いますので、まずそれが

１点。

二つ目は、地方交付税の算定及び職員の増員

について、総務省は２０１９年度までの地方交

付税の算定で職員数の削減率や地方債残高の削

減率を用いてきましたけれども、これを２０２

０年度算定以降分については見直しを明らかに

しています。２０１９年度に行う職員数の増加

は、交付税の減額算定、つまりペナルティーに

はつながらないので、県として児童虐待防止対

策や災害対策など様々なところに必要な増員を

行うべきと考えますけれども、いかがでしょう

か。その２点、お願いします。

まず、県職員の給与等に関する後藤人事課長

質問ですけれども、本年４月から５月にかけて、

総務省が全国全ての地方公共団体を対象に会計

年度任用職員制度の準備状況等に関する調査を

実施しました。これは各団体の制度移行に向け

た準備状況を把握し、必要に応じて助言、勧告

を行うとともに、会計年度任用職員制度に係る

必要な財政措置について検討するための資料と

して利用されると聞いています。

財政措置に係る国の検討状況ですが、６月１

０日に総務大臣の諮問機関である地方財政審議

会がまとめた地方税財政改革に関する意見書の
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中で、会計年度任用職員制度導入に伴い必要な

歳出を地方財政計画に計上すべきとの意見が述

べられています。これを受けて、今後、国にお

いて令和２年度の地方財政計画の策定に向け具

体的な検討が進められるものと思っています。

国に対する働きかけですが、６月に県として

令和２年度政府予算等に関する要望・提言活動

を行い、あわせて九州地方知事会の特別決議に

関する要望・提言活動を行って、会計年度任用

職員に係る経費の地方財政計画への確実な計上

を求めたところです。

続いて、補正で予算計上すべきではないかと

いう質問ですが、今回の制度見直しによる処遇

改善で一番大きなものは、地方自治法の改正に

よる期末手当の支給です。この自治法の改正の

施行は令和２年４月１日となっているので、そ

の点についての前倒しはできない状況となって

います。

制度見直しの今後のスケジュールですけれど

も、今定例会に提案している条例制定議案に御

賛同いただいたら、その後、関連する規則及び

訓令の整備、運用通知の発出、所属担当者向け

の説明会、職員への周知等を行った後に、来年

２月からハローワークで公募を開始して４月に

採用するという流れで事務を進めます。年度途

中での新制度への移行については、スケジュー

ル的にも非常に厳しい状況ですので、来年度か

ら実施したいと考えています。

それともう１点、職員の増員に関してです。

委員がおっしゃるとおり、総務省は、交付税の

基準財政需要額の一つである地域の元気創造事

業費について、職員数の削減率や地方債残高削

減率を用いた算定方法の見直しを行うことを公

表していますけれども、具体的な内容について

は明らかになっていません。

なお、本県では今年度児童虐待防止対策とし

て、平成２８年度に国において策定された児童

相談所強化プランに基づき、県内児童相談所に

児童福祉司６人、児童心理司１人の計７人の増

員を行ったところです。

一方、児童虐待については、相談対応件数が

年々増加の一途をたどるなど依然として深刻な

社会問題となっていることを背景に、昨年１２

月に児童相談所のさらなる体制強化等の内容が

盛り込まれた児童虐待防止対策体制総合強化プ

ランが新たに策定されたことから、本県におい

てもこの新プランに基づいて、今後、児童福祉

司や児童心理司などの増員について検討したい

と思っています。

続いて、災害対応については、平成２９年７

月の九州北部豪雨や９月の台風第１８号、平成

３０年４月の耶馬溪山地崩壊などの県内の災害

に対する復旧・復興作業において、土木事務所

等関係部署へ土木職員などの必要人員を適宜増

員配置してきたところです。

今後とも災害対応に関する業務量を十分に勘

案した上で、実態に応じた定数配分に努めてい

きます。

会計年度任用職員について、再任用の堤委員

ときに一定の働けない期間を設けるという空白

期間の設定を大分県としてどうするのかという

のが一つ。

もう一つ、地方交付税の関係で、具体的に分

からないということなんだけれども、仮にペナ

ルティーをもう科さないといった場合、人員増

員を含めて県として検討はするのかどうか、そ

の２点について再度質問します。

まず空白期間の件ですけれども、後藤人事課長

知事部局では現行の非常勤職員については再度

任用時に空白期間の設定は行っていません。制

度移行後も同様に設定しないこととしています。

臨時職員については１日の空白という場合も

ありますが、それは今回の制度の移行にあわせ

て廃止する予定にしています。

それから今後、増員する見込みがあるのかと

いうところですが、ペナルティーの件は分から

ない部分がありますけれども、引き続き不断の

行財政改革に取り組む必要があるので、定数配

分の基本的な考え方というのは、公務能率の向

上と総人件費の抑制を念頭に業務量を十分勘案

して、選択と集中により実態に応じた定数配分

に努めています。

その上で業務量の集中等への対応が困難な場

合については、班内あるいは所属内での業務分
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担や人員配置の見直し、それでも難しい場合は

部局内あるいは全庁的な柔軟な人員配置で対応

しているところです。

今後の増員については、さきほど申しました

児相の関係の増員も必要になってきますが、あ

わせて今年度から業務の自動化、ＲＰＡ等の導

入に取り組むことにしていて、業務の効率化を

進める中でほかの業務に振り向けられる人員も

見込まれるところです。いずれにしても増員が

必要な人員と効率化によって削減が可能な人員

等を総合的に勘案して、今後対応を検討してい

きたいと思っています。

私からは４点お伺いします。土居委員

まず、概要の２８ページ、県職員の働き方改

革推進事業費です。職員が心身共に健康で能力

を最大限発揮できる職場環境を整備するため、

勤務時間を客観的に把握するシステムを導入し

ました。その結果、どのような働き方が明らか

になり、それをどのように変えていこうとして

いるのか伺います。

また、ＩＣＴ活用による在宅勤務の昨年度の

実績と今年度の取組はどうなのかについて伺い

ます。

２点目は、概要の２９ページ、職員厚生費で

す。こころの健康事業費で毎年予算が付いては

いるんですけれども、なかなかやはり心の具合

を悪くされる方々は後を絶たないという現状が

あります。これを今後どのようにしていくのか

伺います。

３番目に、概要の４７ページです。地方税電

子化推進事業費で、地方税電子化協議会とＯＳ

Ｓ都道府県税協議会というのが昨年度までの予

算概要には載っていたんですけれども、これが

今年度から地方税共同機構というのに変わって

いるのではないかと思うんですが、その辺の流

れを教えてください。

そしてこの負担金が年々高くなってきている

んですけれども、その内容と、今後もどんどん

増額していくのかどうか、その動向について伺

います。

４番目、概要の６３ページです。スマート自

治体転換推進事業費です。意欲ある自治体職員

の発掘・育成・ネットワーク化負担金が創生人

材育成の取組として昨年度まで載っていたんで

すが、これを落とされているようなので、これ

はどうするのかを伺います。

まず県職員の働き方改革推進事後藤人事課長

業費についてお答えします。

パソコンの稼働時間を記録する勤務時間管理

システムの導入により、これまで客観的に把握

できなかった時間外勤務の状況を把握すること

ができるようになりました。その結果、職員の

時間外勤務についてパソコンの稼働時間を基に

事後確認を行うなど、所属において職員の勤務

時間をより適正に管理することができる環境が

整ったところです。

しかしながら、所属長の命令した時間外勤務

とパソコンの稼働時間とにかい離があるなど、

勤務実態の把握が十分でない所属がいまだ見受

けられるとともに、所属によっては依然として

多くの時間外勤務が行われている実態もありま

す。

このシステムを導入しても基本は上司と部下

の対話が重要です。上司は、システムを活用し

て勤務実態を的確に把握した上で、業務処理に

おける具体的な指導や特定の職員に業務が集中

している場合の業務の平準化を行っていくとと

もに、常に職員への目配り、気配りを行い、職

員が相談しやすい明るく風通しのよい職場づく

りに取り組むこととしています。

今後ともより一層の時間外勤務の適正管理と

公務能率の向上に取り組み、長時間勤務の縮減

を図っていきたいと考えています。

２点目のＩＣＴ活用による在宅勤務の状況で

すけれども、在宅勤務システムは育児や介護を

行う職員を対象として平成２２年８月に導入し

たものです。平成２９年１１月に、それまでの

自宅のパソコンに専用のソフトを入れて県庁の

ネットワークにアクセスする方式から、専用端

末──これはタブレットですが、それを利用者

に貸し出す方式に変更して、処理速度等にスト

レスがない安定した環境を提供できる改修を行

ったところです。

利用環境が向上したこと等に伴い、平成２９
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年度の利用者数は１０人でしたが、３０年度の

利用者は１６人と増加しています。職員の育児

や介護と仕事の両立を支援し柔軟な働き方改革

を推進していくためには、さらに在宅勤務制度

への理解を図り、活用を促進していくことが必

要であると考えています。

今年度は効果的に利用している職員の事例を

モデルとして提示し、好事例を横展開すること

等により利用者の拡大を図っていきたいと考え

ています。

続いて、職員厚生費の関係です。職員のメン

タルヘルス対策については、職員自ら行うセル

フケア、職場の管理監督者によるラインケア、

人事課の保健師等によるケアの三つの視点で事

業を展開しているところです。

セルフケアとして、２９年度から年に２回の

ストレスチェックを行うこととしており、スト

レスの原因が仕事の質や量によるものなのか、

人間関係によるものなのか等、職員自身の気付

きを促すものとなっています。

また、ストレスに対処する方法を習得するた

めに２５歳、３５歳、４５歳、５５歳の節目の

年齢で、それぞれの年齢に応じたセルフケアの

方法等を学ぶ研修会も開催しているところです。

ラインケアについては、職員が行ったストレ

スチェックの結果を基に職場ごとの課題を洗い

出して、職場環境改善につなげています。

また、管理監督者が職員の変化に早期に気付

き、対応できるよう、メンタルヘルスの基礎知

識だけでなく、事例を基に具体的な対応方法を

習得する研修会も開催しているところです。

最後に、人事課の保健師ですが、個別の相談

に随時応じているほか、ストレスチェックの結

果、高ストレスだった職員に対して声かけを行

い、必要に応じて職場への働きかけや各種相談

へのつなぎを行っています。

また、管理職としての経験を有する県職員Ｏ

Ｂを特別相談員とし、県内の各職場を巡回して

管理監督者や職員からの相談に応じているほか、

今年度はさらに特別相談員と人事課保健師が連

携することでメンタル不調者の早期発見、早期

対応を図っていくこととしています。

ほかにも専門員によるストレス相談や臨床心

理士によるカウンセリング相談を実施して、専

門的な見地からの助言も行っているところです。

今後もこうした取組により、職員のメンタル

ヘルス対策を推進していきたいと考えています。

地方税電子化推進事業費につい吉冨税務課長

てお答えします。

情報通信技術の進展を踏まえ、納税者の利便

性の向上、地方団体の課税事務の効率化などを

図るため地方税の電子化を推進しているところ

です。

このような中、地方税共同機構は、地方税の

電子申告システム、ｅＬＴＡＸの運営法人であ

り、１０月から電子的に納税できる機能を加え

るなど同システムの役割が拡大することから、

安全かつ安定的に運用されるようこれまで運営

していた地方税電子化協議会を解散して、地方

税法に設置根拠、組織運営が規定される法人と

して、全国の都道府県及び市町村を会員として

３１年４月に設立されました。

この設立にあたって、ＯＳＳ都道府県税協議

会に加えて全国地方税務協議会の業務を含め一

体的に機構が行うことが適切であるとの考えか

ら、一つの団体に業務をまとめています。

負担金の増加については、１０月から稼働す

る新たに構築したシステムの開発・運用負担金

や電子的に納税できる機能の開発・運用負担金

などによるものです。今後もシステムの運用維

持など経費がかかることから、相応分の負担は

必要だと考えています。

スマート自治体転換推進塩月市町村振興課長

事業費についてお答えします。

昨年度の意欲ある自治体職員の発掘・育成・

ネットワーク化負担金は、一つ目は自主活動グ

ループに対する活動支援助成金、二つ目として

創生人材交流学習会の開催経費、三つ目として

地域づくり交流塾の開催経費、この三つから成

る負担金でした。

一つ目の自主活動グループに対する活動支援

助成金は、意欲ある自主活動グループの発掘を

目的として、平成３０年度は５団体に助成して

います。自主活動グループは、これまでに２５
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団体が設立されたことから、助成金は一定程度

その目的を達成したものと考えています。

二つ目の創生人材交流学習会は、自主活動グ

ループ間の連携を目的として実施しました。職

域やエリアを超えた人的ネットワークの拡充が

図られたことから、今年度からは自主活動グル

ープの自主運営により開催し、県と自治人材育

成センターは引き続き会場の提供など運営支援

を行っていきます。

三つ目の地域づくり交流塾は、自主活動グル

ープのリーダーの育成強化を目的として、県外

の先進地で活躍しているリーダーとの交流や現

地視察を実施してきたものです。

次世代リーダーの育成のため、今年度からは

スマート自治体転換推進事業の中で引き続き実

施していきます。

なお、創生人材育成事業のもう一つの柱であ

る市町村職員実務研修制度も引き続きスマート

自治体転換推進事業の中で実施します。今後と

も地方創生の担い手となる意欲ある自治体職員

の育成に努めていきます。

以上で事前通告者の質疑を終了木付副委員長

しました。

ほかに質疑のある方は挙手をお願いします。

２７ページの給与費なんだけれども、末宗委員

この資料を見ると、人事課職員が４１人で、昨

年度が５３億円、今年度が４２億円で、どうし

ても頭の中で合点がいかんのだけれども、何か

この資料の作り方は欠点があるんじゃないかな。

それか単純なミスか、よく分からないものだか

らちょっと教えてください。

それともう１点、７１ページの新規事業で総

務事務システム再開発事業費。これは行政改革

の一環なのかどうかと、今まで何人役ぐらいか

かっていたのが、今後何人役ぐらいになること

を想定して予算を組んでいるのか、そこら辺り

を教えていただきたいんだけれども。

２７ページの人事課の給与費の後藤人事課長

関係ですが、この給与費については４２億円ほ

ど予算をお願いしていますけれども、人事課職

員の４１人分の給与費と知事部局全体の時間外

勤務手当が１４億円、それから退職手当が２５

億円、その他の手当あるいは共済費等全部含め

て全体で４２億円という形で計上しているもの

です。人事課ということで、人事課の職員以外

の県庁全体の手当等もこの中に盛り込んで予算

を計上しているという状況です。

恐れ入ります。１兼子総務事務センター所長

点目の質問がちょっと分かりにくかったので、

再度お願いしたいと思います。

２点目の人員のことですけれども、当初平成

１９年にシステムを導入した際には職員７５人

を削減して、非常勤職員２１人に置き換えたと

いう経過があります。現在そのシステムが老朽

化したためにその機能が果たせなくなることが

ありましたので、新たなシステムを導入して、

さらなる人員削減効果を図りたいと考えていま

す。

末宗委員、１点目をもう一度お木付副委員長

願いします。

さっきの給与費、この書き方じゃ分末宗委員

からないよね。親切さというのが行政にはない

んかね。財政課長さんたちは目を通しちょるん

じゃろうから、そこら辺りを含めてもう少し分

かりやすく出さんと、来年度以降そういう形で

お願いしたいと思ってね。

それと７１ページは、７５人を２１人とか言

ったけれども、行政改革の一環でこの事業はや

っているんかどうかというのをお伺いしたかっ

ただけやで。

導入当初から行政兼子総務事務センター所長

改革の一環としてやっていますが、これからも

さらなる行政改革の効果と職員が労力を削減し

た分を県民生活の向上であるとか、企画力の発

揮であるとか、その辺りに充てたいと考えてい

ます。

よろしいですか。それでは給与木付副委員長

費は要望ということでお願いします。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

ほかに御質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑もないようですので、木付副委員長

これをもって総務部関係予算に対する質疑を終

わります。
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なお、執行部が入れ替わりますので、しばら

くそのままお待ちください。

―――――→…←―――――

企画振興部関係

これより企画振興部関係予算の木付副委員長

審査に入りますが、説明は主要な事業及び新規

事業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

それでは、企画振興部関係予算について執行

部の説明を求めます。

それでは、企画振興部の補中島企画振興部長

正予算案について、お手元の令和元年度企画振

興部予算概要により説明します。

１ページをお開きください。

予算のポイントですが、今回の補正予算では

次の六つの取組を推進することとしています。

まず、１地域社会の再構築では、住み慣れた

地域に住み続けたいという住民の希望をかなえ

るため、集落機能を広域で補い合うネットワー

ク・コミュニティの構築を進めます。

次に、２移住・定住の促進では、本県への移

住者年間１千人を目標に、年齢・性別、エリア

に対応した取組を強化します。

次に、３活力みなぎる地域づくりの推進では、

地域資源を活用して仕事の場を作る、それから

ラグビーワールドカップ２０１９等の機会を捉

えて海外からの観光客を呼び込むといった地域

に新たな活力を生み出す取組を支援します。

次に、４「まち・ひと・しごと」を支える交

通ネットワークの充実等では、九州の東の玄関

口として、フェリー、航空機など、県内各地と

県外とを結ぶ交通機関の結節機能を強化し、広

域交通ネットワークの充実を図ります。

次に、５芸術文化による創造県おおいたの推

進では、芸術文化の持つ創造性をいかした観光

誘客や人材育成、国際交流の充実等による地方

創生を実現するため、芸術文化による地域おこ

しに向けた取組を進めます。

最後に、６スポーツの振興では、２０２０年

東京オリンピック・パラリンピックの開催に向

け、機運醸成を図るための取組を推進します。

続いて、３ページをお開きください。

企画振興部①の欄ですが、７月補正の欄に、

補正予算額として４億８，８２８万８千円を計

上しています。

その上の既決予算額７７億７，１７８万４千

円と合わせると、累計額は８２億６，００７万

２千円となります。

これを右の欄にある平成３０年度当初予算額

（Ｂ）と比較すると１，６７６万円の増、率に

して０．２％の増となっています。

それでは、今回の補正予算に係る主な事業に

ついて、個別に説明します。

１７ページをお開きください。一番上の移住

者居住支援事業費です。補正予算額は９，１４

６万２千円、当初予算と合わせた累計額は１億

２，２３８万８千円です。

この事業は、県外からの移住者に住宅の新築

費用などを助成する市町村を支援し、本県への

移住を促進しようとするものです。

今回の補正予算では、若者移住者のさらなる

確保を目的として、家賃に対する助成を新設し

ます。これまで住宅の新築や購入に助成を行っ

てきましたが、昨年度に助成を受けた移住者の

平均年齢が５１歳であったことから、若者への

インセンティブを強化しようということで、若

者移住者のニーズが高い家賃補助を助成のメニ

ューに加えるものです。

新設する家賃補助を含む移住支援金により、

本県への移住を促進して人口の社会増を図ると

ともに、不足している働き手を確保することで

大分県版の地方創生を加速前進させていきたい

と考えています。

続いて、１８ページをお開きください。上か

ら２番目の大学等連携活性化事業費です。補正

予算額は１，３９６万５千円です。

この事業は、１８歳人口が減少していく中、

県内大学・短期大学への進学者確保、学生の卒

業後の県内定着の促進、大学等の活力維持のた

め、知（地）の拠点である県内大学等が連携し

て行う教育・研究活動を支援するものです。

具体的には、学生が地域に出向き、地域と交

流しながら地域の課題解決を実践的に学ぶ取組

に必要な交通費等の経費や、社会人向けの公開

授業の開催経費等を支援します。
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また、今年度は合同進学ガイドブック（仮

称）の作成など、県内全ての大学・短期大学等

が連携して行う進学者確保のための周知活動も

支援します。

続いて、３８ページをお開きください。一番

上の聖火リレー準備事業費です。補正予算額は

９５７万３千円です。

まず、２０２０年東京オリンピック・パラリ

ンピック聖火リレーの概要ですが、大分県のオ

リンピック聖火リレーは、九州で一番最初、来

年４月２４日と２５日の２日間行われ、全１８

市町村で聖火リレーを実施できることになりま

した。

リレーのルートでは、県内各地の景勝地など

も巡ることとしており、本県が誇る豊かな自然

や歴史、伝統文化などを全国・世界にアピール

できるものと考えています。

現在、８月３１日を期限として、聖火ランナ

ーの募集も行っているところです。

また、パラリンピック聖火リレーについては、

大分県では火を採る採火などの聖火フェスティ

バルを来年８月１３日から８月１７日の５日間

の中で行います。

採火場所は県内各地の障がい者施設等を検討

しているところです。

この事業については、オリンピック聖火リレ

ーを円滑に実施できるよう、ルートやランナー

の選定、セレブレーション会場の警備体制の検

討、広報活動等を行うものです。

また、パラリンピック聖火フェスティバルの

事前準備なども行い、大会に向けた準備と、県

内の機運醸成を図ります。

続いて、同じページの上から３番目、芸術文

化による地域おこし事業費です。補正予算額は

７，２４５万６千円です。

この事業は、国民文化祭、全国障害者芸術・

文化祭の成功により、芸術文化への関心が高ま

っている今、県内各地での特徴的な芸術文化活

動を推進し、あわせて情報発信も着実に行うこ

とにより、芸術文化の創造性をいかした地域振

興、観光誘客を図るものです。

具体的には、芸術作品の制作過程に住民が参

加することで、地域の宝の再発見や、作品への

愛着、地域の誇りにつながることから、国東エ

リアで地域住民を巻き込んで協働制作によるア

ート作品づくりをやっていこうということで、

アーティストの選定等を今年度やって、来年度

に制作、設置を行います。また、別府市では、

昨年大きな反響があり世界中からも多くの方が

鑑賞に訪れた現代アートの巨匠アニッシュ・カ

プーア作品の再展示や、新進気鋭の若手作家と

市民との協働制作による巨大アートを展示しま

す。また、国民文化祭、全国障害者芸術・文化

祭の成果を積極的に継承しようとする市町村へ

の支援にも取り組みます。そのほか、質の高い

芸術を体験する機会が少ない施設等へのプロの

アーティストの派遣や、県内各地で芸術文化の

取組を進める実践者の合同成果発表会等を行い

ます。

こうした芸術文化の創造性を活用した取組に

より、活力あふれる地域づくりを推進していき

ます。

続いて、６２ページをお開きください。上か

ら３番目の空港アクセス調査事業費です。補正

予算額は６，９６７万２千円です。

この事業は、大分空港へのアクセス時間を短

縮し、空港利用者の利便性を向上させるため、

海上アクセスの実現可能性の調査を実施するも

のです。

具体的には、船舶の導入コストや修繕などの

維持コストのほか、発生音、水しぶき等、周辺

環境に与える影響を低減させるための対策等に

ついて検討を行います。

また、海上アクセスの需要を調査し、収支見

込みを試算するとともに、運航体制や組織体制

等について検討します。

あわせて、大分市側の発着地や必要な施設整

備についても検討を行います。

この事業により、海上アクセスを導入する場

合の課題の整理と対策の検討が行われ、海上ア

クセスの実現可能性を総合的に判断することが

できるものと考えています。

続いて、６４ページをお開きください。一番

下のバス乗務員確保対策支援事業費です。補正
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予算額は１，６４５万円です。

この事業は、バス事業における人材確保を図

るため、乗合バス事業者が行う乗務員確保の取

組に要する経費に対し助成を行うものです。

具体的には、各乗合バス事業者が行う乗務員

候補者に大型二種免許を取得させる際の教習費

用等を負担する制度に要する経費や、乗務員募

集の広告宣伝費、県内外での就職説明会の開催

経費、運転体験会の開催経費、簡易ベッド設置

やトイレ改修等の職場環境の改善に係る経費を、

２分の１以内の補助率で支援します。

この事業により、乗務員不足の改善を図り、

地域のバス路線が維持されるよう取り組んでい

きます。

以上で企画振興部の説明を終わります。

以上で説明は終わりました。木付副委員長

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔に答弁願い

ます。

事前の通告者が７名います。

それでは、順次指名します。

交通政策課にお伺いします。鉄道駅の堤委員

バリアフリー化について、エレベーター等が考

えられるが、どのような工事になるのか。また、

それを推進するのとは逆に、大分市内の駅無人

化の問題について、まだまだ問題になっていま

すけれども、現在どのような状況なのか。

また、日田彦山線について３案が出されて、

今協議も進められていますけれども、地域住民

や各自治体の首長はやっぱり鉄道での復旧を望

んでいると聞いています。県としてどのように

進めていくのか。

東九州新幹線の関係で６月２４日に期成会が

開催されて、金沢市観光協会の専務理事が講演

しています。確かに観光客の増加等の話をして

いますけれども、人口流出だとか、金沢市以外

の地域における状況、在来線の課題などの話が

出たのか。出ていなければ出ていないと言って

いただきたいんですけれども。また、期成会と

しても九州におけるリダンダンシー機能の強化、

災害に強い九州づくりとも言っているけれども、

南海トラフ巨大地震の場合、揺れや津波によっ

て新幹線も含めて非常に危険な状況になると考

えます。このような観点についてどのように考

えているのか。

最後に、太平洋新国土軸構想、これは毎回聞

きますけれども、豊予海峡ルート構想について

大分市が今調査報告書をある程度まとめていま

す。南海トラフ地震と連動して起きる危険性の

ある中央構造線、その横わずか１０キロメート

ル先にトンネルを掘ろうという計画が今あるん

ですけれども、県には以前橋を架けるという計

画もありました。これについて、県としての今

の認識をお伺いします。

まず、バリアフリーとスマ遠藤交通政策課長

ートサポートステーションの状況について説明

します。

バリアフリーについては、国が策定している

移動等円滑化の促進に関する基本方針において、

１日当たりの平均的な利用者数が３千人以上の

鉄道駅については、原則令和２年度までにバリ

アフリー化を進めるとしています。また、地元

からの要望も踏まえ現在本県では、高城駅、大

在駅、別府大学駅、佐伯駅の４駅についてバリ

アフリー工事を予定しているところです。

具体的な中身については、高城駅、大在駅、

佐伯駅についてはエレベーターの設置、別府大

学駅についてはスロープの設置を計画している

ほか、各駅共通の対策として誘導警告ブロック

や手すり、多目的トイレ、点字運賃表等の整備

を予定しているところです。

続いて、スマートサポートステーションにつ

いてお答えします。

大分市内では、ＪＲ九州によるスマートサポ

ートステーションの導入に伴い、平成３０年３

月に牧駅、１１月に敷戸駅と大分大学前駅が無

人駅となったところです。

導入にあたっては、安全性を確保しながら進

めることが重要であり、ＪＲ九州がスマートサ

ポートステーションの導入を表明した際には、

直ちに慎重な検討と住民への丁寧な説明を我々

としても求めたところです。
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スマートサポートステーションを導入した駅

では、車椅子介助者やベビーカーの補助者の派

遣、サポートスタッフの巡回など様々な状況に

応じた対応を現在行っていて、今のところ大き

な混乱はないと聞いています。

その他の駅への導入については、現在のとこ

ろ具体的な話を聞いているわけではありません

が、いずれにしてもスマートサポートステーシ

ョンの導入にあたっては、地域の皆さんに対し

て適切に丁寧な説明をしていくことが大事だと

思っていますので、我々としても引き続きその

ような対応を求めていきたいと思っています。

続いて、日田彦山線の復旧に関する現状です。

４月２３日の日田彦山線復旧会議においてＪ

Ｒ九州から提案された鉄道、ＢＲＴ、バスの３

案については、一旦地元に持ち帰り、地域の皆

さんの意見を聞くことになったところです。

先日行われた日田市の報告会においては、多

くの住民の方が参加して、鉄道での復旧という

声が多数ある一方で、地区としてＢＲＴを選択

したとの表明もあったと聞いています。

今後、日田市では、ＪＲ九州を招いて報告会

を再度開催する意向と聞いているので、まずは

そのような説明会の場で地元の意見をよく聞き、

その意見や要望を踏まえて今後どのように対応

していくか検討していくことになると考えてい

ます。

一日も早い復旧は沿線地域の皆さん共通の思

いですので、早く結論が得られるよう福岡県や

沿線自治体と連携しながら協議を進めていきた

いと思っています。

続いて、新幹線の関係です。

６月２４日に開催した東九州新幹線整備推進

期成会の講演会では、金沢市観光協会の八田副

理事長をお招きし、新幹線開業に向けて金沢市

が取り組んできたまちづくりの取組や外国人旅

行客の増加、ホテル建設の促進など観光サイド

からの講演をいただきました。

今回の講演は、観光振興の観点から講演いた

だいた関係上、委員御指摘の新幹線開業による

人口流出などの課題についての話題はありませ

んでしたが、総会の場で並行在来線の問題や、

ストロー現象の話、新幹線の抱える課題につい

て解説しているパンフレットを配布し、周知を

行いました。

加えて、今後実施予定の地元説明会において

もそのような課題についてはしっかりと住民の

方に説明を行って、東九州新幹線について正し

い知識を得ていただいた上で、実現に向けた機

運の醸成を図っていきたいと考えています。

続いて、地震対策の関係です。

鉄道施設の地震対策については、阪神・淡路

大震災以降新たな耐震基準が設けられています。

また、今後発生のおそれが指摘されている南

海トラフ地震の影響を受ける地域については、

特定鉄道等施設に係る耐震補強に関する省令に

基づいて耐震補強が早急に現在進められている

ところです。

また、耐震性の確保に加えて、地震発生時に

は送電を自動的に停止し、非常ブレーキを動作

させて減速、停止させるシステムの導入や、レ

ールに脱線防止ガードを設置するなど様々な地

震対策が進められているところです。

このような取組の結果、東日本大震災、また

熊本地震の際には新幹線では大きな被害が発生

することなく早期の復旧がなされたと聞いてい

ます。

東九州新幹線については、ルートや工法がま

だ定まっていませんが、今後整備される段階に

なれば我々も安全対策がなされるよう国や建設

主体に対してしっかりと働きかけていきたいと

思っています。

最後に、太平洋新国土軸構想についてお答え

します。

大分市の豊予海峡ルートの調査について、橋

梁案よりもトンネル案の方が有効という調査結

果が出ていることについては、我々も把握して

いるところですが、委員御指摘のように地震等

に対する安全対策に加え、その他技術上の問題

や費用負担の問題などまだまだ議論しなければ

いけない課題が多々あると認識しています。

この調査結果を踏まえ、様々な議論が行われ

ることが重要だと考えていますし、また国にお

いてもまずは調査研究がされることが必要と考
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えています。

県としては、豊予海峡プロジェクトについて

は夢のあるものとして掲げた火を消すことなく、

引き続き、まずは豊予海峡間の交流促進等の取

組に力を入れていきたいと思っています。

スマートサポートステーションについ堤委員

ては、大きな混乱がないと。牧駅の周辺につい

ては結構障がい者施設が多いんですね。やっぱ

り障がい者の方がなかなか利用しにくい。以前

は駅員さんがいたから上げてもらったりしてい

たけれども、元から障がいのある方々が利用し

ないから大きな混乱がないんですわ。そういう

こともあるということをぜひ認識していただき

たいし、県として調査すべきだと思うが、そこ

ら辺はどうかというのを一つ。

それと最後の豊予海峡ルート。必ず県は夢の

あるもの、火を消さない、これをずっと声高に

言うんだけれども、夢のために何兆円ものお金

が必要になってくるわけ。そのために皆さんの

給料から出すんならいいんだけれども、税金で

出すわけだから、そういうことは簡単に口に出

して言ってほしくはない。いろんな考え方があ

って、反対する部分もあれば危険だからという

考え方もあるわけだから、そういう立場もぜひ

とっていただきたい。そういう立場に立つかど

うか等も含めて、この２点を再度聞きます。

１点目の牧駅を中心とした遠藤交通政策課長

スマートサポートステーションの導入に伴う高

齢者や障がい者の方々の課題についてです。Ｊ

Ｒからは、牧駅導入後もそのような地元の声を

しっかり聞いて、例えば階段の所が夜暗い状況

にあるので蛍光テープを張ったり、車椅子やベ

ビーカーでの介助者については事前に電話する

必要があるんですけれども、その電話の連絡先

を見やすい場所に掲示するなど、導入後も地域

の声に耳を傾けながら適切に対応していると聞

いています。

現在鉄道事業については、人口減少に伴い路

線の維持が厳しいという状況があるので、スマ

ートサポートステーションは経営上の努力だと

受け止めてはいますけれども、やはり公共交通

機関である以上、全ての方が不自由なく使える

環境を作っていくことは私も非常に大事だと思

っています。引き続きＪＲ九州に対しても、そ

のような声を伝えていきたいと思っています。

２点目の豊予海峡について、夢のあるプロジ

ェクトという発言に関してです。国土形成計画

上も海洋をつなげるプロジェクトに位置付けら

れているところではありますけれども、やはり

まだまだ調査検討をしっかりと詰めていかなけ

ればならない状態だと我々も思っています。

大分県としては、長期的なプロジェクトにな

るということを前提に、まずはフェリーの利用

促進だとか、豊予海峡圏の交流を促進していく

ための事業などを進めていって、まずは人と物

の軸を太くしていくことに力を入れていきたい

と思っています。今後は国の動きなどを注視し

ながら、我々もどのように対応していくか検討

していきたいと思っています。

私からは、過疎地域の移動手段の確土居委員

保について３点お伺いします。

まず１点目、概要の１８ページ、ネットワー

ク・コミュニティ推進事業費です。

ネットワーク・コミュニティ推進モデル委託

の内容は何かということをお伺いします。

また、対象となるコミュニティは交通手段を

車に依存した地域が多い。その中で当然運転で

きない人もいて、またできなくなる人もこれか

ら多くなると思われます。

そこで移動手段の確保を考えるというのは、

このネットワーク・コミュニティ構築の上では

重要な問題だと思っています。これを解決する

ためにどういう取組をしていくのかお伺いしま

す。

２点目に、概要の６３ページ、生活交通路線

支援事業費です。運行費補助のうちコミュニテ

ィバス分と民間バス分について、表記がないの

で教えてください。

最後に、最初の質問、２番目の質問に関連し

て、公共交通の赤字路線を補助金で維持すると

いう対症療法的な施策もやはり限界があると思

います。現状では生活の足のない地域もありま

す。

先日、人里離れた小さな集落の５７歳の男性
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から電話があって、免許の更新のため認知症の

テストを自動車学校で受けたが、及第点にいか

なかったんですと。病院に行って診断書をもら

ってこいと言われた、県議、何とかしてくれん

かなと頼まれたんですけれども、その方と相談

しながら、結局、免許を返納したことで、その

方は生活に困っている状況です。抜本的な政策

転換が必要ではないかと考えています。

ネットワーク・コミュニティの移動手段確保

に向けた取組について、どこでどのようにやる

のかお伺いします。

ネットワーク・コ中山おおいた創生推進課長

ミュニティ推進事業費についてお答えします。

少子高齢化が進み、買物や見守りなどの集落

機能の低下が進む中、複数集落で機能を補い合

うネットワーク・コミュニティの構築を推進し

ており、本事業はその核となる地域コミュニテ

ィ組織の立ち上げを推進する事業です。

それぞれの地域で必要な取組を考えていただ

き、試行することに対して県が委託するという

事業で、地域の実情や課題に応じて様々な取組

が可能となっています。

例えば、杵築市では特産品の検討をしていて、

住民アンケートをまず実施して、地域計画の策

定まで現状行われている例があります。

また、中津市耶馬溪の例ですが、地域づくり

の専門家を招いて集落点検を細やかに行ってい

て、今後の地域づくりにつながる取組が行われ

ている事例もあります。

ネットワーク・コミュニティ推進事業の２点

目の質問、この事業の中で地域の交通手段の確

保についてです。なかなか難しい課題だと認識

していますが、この事業を進める中でいくつか

例があるので、触れさせていただきます。

例えば、竹田市の宮城、城原地区では、高齢

者を対象に温泉施設での寄り合い場を設けてお

り、会員がボランティアで移動手段を持たない

高齢者の方の送迎を行うなど、地域の支え合い

の取組も生まれてきています。

また、移動手段を持たない方のための日常の

買物支援という着眼点では、清川のふるさと物

産館夢市場などの移動販売の取組もこの事業で

支援しているところです。

今後も県、地域コミュニティ組織広域協議会

などを通じて今紹介したような好事例の情報や

ノウハウなどの共有を行うとともに、地域交通

分野とも連携していきたいと考えています。

生活交通路線支援事業費の遠藤交通政策課長

内訳についてお答えします。

この事業は、通院、通学に必要不可欠な生活

交通を確保するため、市町村が支援している民

間バス路線や市町村自らが運行しているコミュ

ニティバス路線の運行費に対し助成するもので、

令和元年度は９，４９９万６千円の支援を行う

としています。

その内訳については、コミュニティバスへの

支援が１３市町１７９系統で６，３２０万５千

円、市町村が支援している民間路線バスへの支

援が１１市町８７系統で３，１７９万１千円と

なっています。

３点目のネットワーク・コミュニティの移動

手段確保に向けた取組に関してお答えします。

地域住民の移動手段の確保を図るため、さき

ほど説明した生活交通路線支援事業のほか、地

域の公共交通の将来像を描くマスタープランで

ある地域公共交通網形成計画だとか、そのアク

ションプランでもある再編実施計画の策定によ

る運行内容の見直しを現在進めているところで

す。

また、新たな公共交通の利用者を確保するた

め、市町村やバス事業者と共同でバスの乗り方

教室だとか、路線図、時刻表の作成、配布など

を現在行っているところです。

これらに加え、今後は現在不足しているバス

乗務員の確保についても支援していきたいと思

っています。

委員御指摘のとおり、これから人口減少、高

齢化によりネットワーク・コミュニティの構築

はますますその重要性を増してくると考えてい

ます。今後はこれらの取組に加えて、現在技術

開発されている自動運転の技術やＩＣＴの活用、

このようなものも視野に入れながら、市町村や

交通事業者の皆さんと連携しながら引き続き地

域の移動手段について検討していきたいと思っ
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ています。

私から３点お伺いします。吉村委員

３７ページのスポーツによる地域の元気づく

り事業費、プロスポーツチームの活用の中の特

に訪問活動についてです。

たくさんのプロスポーツチームが地域貢献、

また還元という思いを持って取り組んでいる部

分もあるかと思います。子どもたちの一番の憧

れの職業にもあがってくるこういったスポーツ

選手との触れ合いは、非常にすばらしい機会に

なるのではないかと私も考えています。

その上で、訪問先をどのように決定していく

のか、また、いわゆる町内の子ども会とか小さ

なレベルのところでも訪問するのかという点が

まず１点。

２点目に、運動機会が非常に少ないとされる

３０代、４０代の働く世代に対しても非常に有

効かなと思うんですが、そういった方たちにも

参加していただけるような工夫を何か考えてい

るのかというのが１点。

最後に、訪問先で実際に一緒に運動したり、

ボールを使って何かやったり、デモンストレー

ションをやったりという場面も発生するかと思

います。そういったときの安全性について何か

考えがあれば。以上３点お願いします。

この事業につ秋月芸術文化スポーツ振興課長

いては、県内のプロスポーツチームによる小学

校や総合型地域スポーツクラブなどへの訪問活

動を実施することで、スポーツを楽しみ、スポ

ーツに楽しむ機運を醸成するというものです。

まず、最初の訪問先の決定方法についてです。

県内の小学校や総合型地域スポーツクラブに募

集をかけて希望を募り、過去の実績状況や地域

のバランスを考慮して年間５６か所訪問してい

ます。

この訪問事業については、３０代や４０代等

の働く世代を巻き込む工夫もあります。平成２

９年度から幅広い年代にも参加していただこう

ということで、訪問先に総合型地域スポーツク

ラブを加えています。小学生以外の方も参加で

きる仕組みとなっています。

また、地域のイベントにも派遣できることと

していて、昨年は七つのイベントに参加してい

ただきました。そういう中で働く世代の方々と

も交流しているところです。

三つ目の安全性の確保です。とても重要な問

題だと思っています。この事業の実施にあたっ

ては、プロスポーツチームの担当者が事前に訪

問先の先生方等と交流する学年や、訪問の時間

等を踏まえて調整しながら、その企画内容を決

定しています。その中で、例えば始める前には

必ず準備運動を行うということであったり、暑

い時期には小まめに水分補給するといった熱中

症対策であったり、生徒数に応じて対応する先

生方の人数を増やすなどの安全対策を行ってい

るところです。

訪問先の子どもたちからは、サッカーが大好

きになったとか、あんなバレーのスパイクを打

ってみたいとか、また先生方からは子どもたち

のプレーがすごく変わったといった声も寄せら

れています。引き続きプロスポーツチームを活

用して県民の皆さんのスポーツを楽しむ機運を

醸成していきたいと思っていますので、よろし

くお願いします。

特に最後の安全性の確保という部分吉村委員

で、これはそのチームにも関わることなので名

前は伏せますが、私の息子が通っていた幼稚園

に、あるプロスポーツ、野球チームが来てくれ

て、いろんなイベントをやって、最後に園児を

真ん中に集めて、それを四方で囲って頭越しに

キャッチボールするというイベントをやってく

れました。最初は園児も喜んでましたし、保護

者の方も非常に喜んでいたんですが、一番最後

にそのボールが園児に当たってしまい、すごく

いい空気で終わりそうなものが全部ぶち壊れる

と。野球が嫌いになったとか、ボールを見たく

ないと言う子が出て、そういった事例を目の前

で見てきたので、ぜひそういったことにも注意

しながら取組を進めていただければと思います。

６４ページの交通政策課のバス乗務原田委員

員確保対策支援事業費に関して２点質問します。

要求概要では、この事業により複数市町村に

またがる広域的、幹線的なバス系統の確保・維

持が期待できると記されています。
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また、説明会のときに遠藤課長から、今バス

路線に関しては採算が合わないだけじゃなくて、

バス乗務員が不足しているという説明もありま

した。

この事業について県民クラブで話す中では、

民間事業者に対してこういった施策はどうなの

かという意見も片方であったんですけれども、

これから高齢者の免許の返納等が増えてくると

思いますが、そのときやっぱり大事なのは公共

交通の整備だと思うし、かゆい所に手が届く事

業であると私自身は考えています。

この事業を進めるにあたり、バス路線の確保

を目的にするならば、路線バス事業者とその確

保、維持についての確認というか、事前の話合

いが必要になるのではないか、つまりこの事業

をするからバス路線の確保をお願いしますよと

いうことを確認すべきではないかと考えていま

す。その見解を伺いたいと思います。

もう１点、ちょっと細かいことになりますが、

路線バス事業者の運転手の募集採用は各社に応

じて内容は違うんですけれども、免許取得に対

して補助しているところは多いんですよね。あ

るところに聞くと、普通免許を持っている人が

大型二種を取るためには大体４７万円から５０

万円ぐらいかかるらしいんですけれども、それ

を１０年間で払うというか、１０分の１ずつ減

免していくと。１０年間で完済したということ

にして、１０年間働けばもう払わなくて済む、

例えば途中で辞めたりしたら、その残金を払う

というやり方をしているらしいんです。会社に

は補助しているけれども、採用された運転手か

らは残った分をいただくみたいなことになると、

補助の仕方によってはこの事業としてのお金の

不透明さが出てくるのかなと思ったので、その

辺の調整が必要なのかなと思うんです。御見解

をお聞きしたいと思います。

１点目の事業実施による効遠藤交通政策課長

果というか、路線の確保を確認すべきじゃない

かという話です。路線バスについては、近年赤

字路線であるという理由以上にバス乗務員の不

足を理由として路線の減便が行われているとい

う現状があります。このため県としては、これ

以上の減便を招かないためにもバス乗務員の確

保が急務であると認識しています。

事業内容については、昨年の夏以降県内の各

乗合バス事業者の方々を訪問して現状の把握だ

とか、どのような対応策が必要かなどに関して

意見交換を何度も行い、事業者の意見をしっか

りと踏まえた上で制度設計したものです。

本事業による支援でバス乗務員の新規雇用と

人材の定着を図り、バス路線や運行便数の維持

を図っていくという目的については、事業者の

皆さまにも御理解いただいているところですの

で、適切に進めていきたいと思っています。

２点目の大型二種免許の支援についての話で

す。

県内の乗合バス事業者を訪問した際に大型二

種免許取得費用の支給についても確認していま

して、御指摘のとおり一括支給している事業者

もあれば数年間にわたって分割支給している事

業者もあるということは我々も把握しています。

取得費用を一括支給する方法ですと、採用か

ら短期間で退職した場合には支給額の一部又は

全額の返還を求めなければいけないということ

から、補助金の適正な執行を確保するという観

点から、この事業では数年間にわたって支給す

る方法を採用している乗合バス事業者に対して

支援したいと考えています。

この事業が数年にわたる分割補助となること

については、バス事業者から御理解をいただい

ていて、一括支給制度を現在採用している事業

者の方々からも今回の県の支援内容に合わせて

社内制度を改正するという意向もお聞きしてい

るところです。

ただ、いずれにしても今後も事業者の皆さま

の声にしっかりと耳を傾けながら実情に即した

支援を行っていくことが非常に大事だと思って

いますので、引き続きそのように取り組んでい

きたいと思っています。

概要の１７ページ、移住者居住支援木田委員

事業費について、まず県の人口ビジョンと実績

についてお尋ねします。

２０１５年からで結構ですが、社会増減の人

口ビジョンの目標値とこれまでの間の実績値を
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教えてください。恐らく社会減になっていると

思いますけれども、社会減の主たる原因につい

て説明いただきたい。

また、恐らく福岡への社会増減対策が課題に

なっていると思いますけれども、これまでの福

岡対策として何が不足していたのか説明いただ

きたいと思います。

そして今回計上されている移住者居住支援事

業費補助金について、市町村に助成するという

ことですけれども、予算要求時点より今回補正

額が増加しています。増加した要因について説

明いただきたい。

また、県独自の上乗せ額が５０万円、あるい

は家賃補助について２０万円とあるけれども、

他県でもこのような独自の上乗せがあるのか、

その額の程度については他県と比べてどうなの

かというところを説明いただきたい。

また、市町村が助成するということで、助成

要綱、要領、そういったものは市町村側に裁量

があるのか。例えば家賃補助が今回実施されま

すけれども、我が町は空き家が多いんで空き家

中心の施策にしたい、空き家の家賃補助であれ

ばやるけれども、アパートについては我が町は

抑えたいといった市町村側での助成の裁量、要

領の裁量があるのかどうか教えていただきたい

と思います。

続いて、概要６２ページの国際航空路線誘致

・拡充促進事業費です。私は３月議会で海外新

規路線の誘致について質問しましたが、残念な

ことに今回プサン、ムアン線が運休ということ

です。近年、他県では新規海外路線の就航が相

次いでいると思います。他県ではどのような支

援策を講じてそういった新規就航が実現できて

いるのか。着陸料の免除だとか、いろんな助成、

支援策がどのような額で実施されているのか教

えていただきたいと思います。

そして３月議会で私も少し情報提供しました

が、他県ではパスポート取得の助成といった取

組もされていますけれども、そういったところ

の検討状況はどうなっているのか教えていただ

きたいと思います。

まず県人口ビジョ中山おおいた創生推進課長

ンと実績について説明します。

県の人口ビジョンは、国立社会保障・人口問

題研究所が２０１３年に公表した人口推計をベ

ースに５年ごとの人口を推計し、目標値とした

ものであり、各年の目標値は設定していません。

そのため、２０１５年及び２０２０年の目標値

を直線的に結び、各年の値を目安としています。

あくまで目安ですが、人口ビジョンにおける２

０１５年の社会増減の目標がマイナス２，５３

８人、２０２０年の目標がプラス３６人ですか

ら、２０１８年の目安はマイナス１千人程度と

なり、これに対する実績はマイナス２，６９３

人となっています。

次の質問の社会減の主な要因についてです。

県人口推計の社会動態を見ると、２０歳から

２４歳の若者がマイナス１，８８７人、このう

ち女性がマイナス１，２００人です。

地域では、福岡の転出超過が顕著となってい

ます。これは、一つには相対的に見て都会の方

が若者、女性にとって魅力のある仕事が多いこ

と、もう一つは本県の魅力ある企業の情報をは

じめ、生活コストや通勤時間など都会に対して

優位性のある大分の暮らしやすさに関する情報

を若者、女性に伝え切れていないことによるこ

とが大きいと分析しています。

そのため、先端技術を活用した魅力ある仕事

づくりや、若者、女性に対する情報発信の強化

などによりＵＪＩターンを加速し、本県の社会

減に歯止めをかけていきたいと考えています。

次の移住者居住支援事業費補助金についてお

答えします。

まず１点目の要求時点より補正額が増加した

要因ですけれども、予算協議を行う中で移住希

望者からのニーズや実績を踏まえ、補助対象件

数などを精査した結果です。

２点目の県独自の上乗せは他県と比べて水準

は高いのかという質問ですが、本県は国の地方

創生推進交付金に移住支援事業が新設される前

から独自の移住施策として移住者居住支援事業

を実施してきました。そのため、今回県独自で

これらの既存事業に上乗せ補助を行うという形

をとっており、本県と同様の上乗せを行ってい
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ない他県と水準を比較することは難しい点があ

ります。

最後の市町村の助成要領に市町村の裁量はあ

るかという質問ですが、本事業は市町村への間

接補助であるため、市町村の裁量はあります。

力点を置きたい、取り扱いたいという制度を市

町村ごとに要綱などを設けて、県の間接補助を

活用していただくことで、そういった点は可能

ですし、現に市町村によってそれぞれ力を入れ

ている取組内容はあります。

国際線の誘致に関して２点遠藤交通政策課長

御質問いただきました。

一つ目の各県の支援内容についてですが、国

際線の誘致における各県の航空会社への支援は、

着陸料の補助、空港施設使用料の減免などの運

航経費の軽減対策と、送客奨励金、ＰＲ経費助

成などの路線の利用促進対策が主なものとして

把握しているところです。

本県においても同様の支援内容を行っていま

す。

しかしながら、委員御質問の具体的な支援金

額の詳細については、やはり誘致活動に関する

ものですので、各県ともなかなか表には出して

おらず、各県がお互いにそれぞれの支援内容は

分かっていないという状況です。

続いて、パスポート取得の助成についてお答

えします。

パスポートの取得助成については、取得直後

に大分空港を一度利用するインセンティブとし

ては直接的な効果が見込まれるかもしれません

けれども、やはりその後、継続的に大分空港の

利用促進をしていくという観点からは少し限界

があるのかなと思っています。

我々はもちろん、大分空港の利用促進にはア

ウトバウンド対策は非常に重要だと考えていて、

このため広く県民の皆さまに大分空港の国際線

を継続的に利用してもらうという観点から就航

先に関する県内での情報発信だとか、旅行会社

への広告宣伝費に対する支援などの対策を引き

続き取り組んで、大分空港の利用促進を図って

いきたいと思っています。

２０１８年の社会減は２０１７年よ木田委員

りかなり悪くなっていると思うので、しっかり

と福岡の対策を分析・研究してください。情報

発信もあるかもしれませんが、また新たな視点

での対策を我々も考えなくてはいけないなと感

じています。よろしくお願いします。

移住者支援の補助金ですけれども、自治体に

よってはアパートを対象にするとどうしても都

市部に集中してしまうんじゃないかという心配

をされているので、そういう裁量があるという

ことですから、安心しました。

この制度がどういった人が対象で、どういっ

た助成が受けられるのか、ちょっと分かりづら

いところがあります。移住と書いているけれど

も、恐らくＵターンの方も対象になると思うん

ですが、これもどういった方がどういう支援を

受けられるというような分かりやすい資料があ

りましたら、ぜひ委員会に提出していただきた

いと思います。委員長、お願いします。

そして海外航路ですけれども、九州では１か

国しか飛んでいないのは大分空港だけですから、

なぜ大分に誘致できていないのか。松山でも昨

年７月に台湾との就航ができています。エバー

航空ですけれども、エバー航空のそのときの記

者発表では、日本のよその都市にも今注目して

いるという社長のコメントもあります。よその

都市は分からないらしいですが、そこは何とか

しないと新しい国、地域への就航誘致は難しい

と思いますので、２便同時受付カウンターが無

駄にならないように、力を入れて、しっかりと

取り組んでいただきたいと思います。よろしく

お願いします。

ただいま木田委員から資料提出木付副委員長

の要求がありました。

お諮りします。

ただいまの資料を委員会として要求すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、ただいまの木付副委員長

資料を要求することに決定しました。

執行部はよく調整の上、速やかに提出願いま

す。

私からは１８ページ、大学等連携活藤田委員
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性化事業費についてお尋ねします。

さきほど来話がされているように、若者、若

年層の県外流出が人口減少対策としても、また

地方創生にとってもかなり重要な部分を占める

んだろうと思います。そういう意味では、県内

の大学、短大、高専あるいは専門学校も含めて、

学びの質や魅力を高めることによって県内の学

生の入学、あるいは優秀な留学生も含めて県外

からの若者の流入の受皿となっていただけるの

ではないかと思っています。

昨年度まで地方創生大学等連携プロジェクト

支援事業という形で、さきほど部長からも説明

がありましたけれども、学生が地域に入っての

地域磨きであったり、自らフィールドワークを

したり、あるいは地域の若者をリーダー化する

ためのセミナー等の開催等をやっていただいて

いました。

この事業そのものが３か年事業ということで、

前年度で終了しました。今年の第１回定例会で

も質問し、ちょっと心配していましたけれども、

そのときに知事、そして部長からも維持、拡充

に努めるという答弁をいただき、今回こういう

形で事業化していただき、大変感謝しています。

そこで質問ですけれども、前年度までのプロ

ジェクト支援事業では二つの事業への委託料と

いう形で予算を組んでいました。今回は大学等

による「おおいた創生」推進協議会の負担金と

いう形での予算化になっていますけれども、こ

の推進協議会の今年度以降の構成や運営方法、

そして具体的な事業を説明いただきたいと思い

ます。

大学等連携活性化磯田審議監兼政策企画課長

事業費について御質問いただきました。

大学がこれから変わっていくということは、

国でも明確に示しているところです。

ＣＯＣ事業というのが最初にあって、これは

大学が象牙の塔の中に籠もるのではなく、地域

に開かれた大学にまず変わりなさいという事業

が先行してありました。

それを引き継いで今行われているのがＣＯＣ

＋という事業です。ＣＯＣ＋では、大学が地域

と連携して、具体的な指標として今、委員から

話があったように、学生が地元に就職するとい

うことを大きな指標の一つとして事業を組みな

さいという事業となっています。

これについては、単に国の事業を大学が受け

て行うだけではなく、県としても地方創生の観

点から非常に有効であるということで、これま

で国の補助メニューの中で入っていることでは

足りない、かゆい所に手が届かないというとこ

ろがあったので、その部分を県の従来の大学へ

の支援事業という形で支援してきたところです。

ずっと同じようにやっていくというのではな

くて、やはり３年間で事業内容をよく精査し、

より効果のある事業に変えていく、変えるべき

ところは変えていく、継続すべきところは継続

していくということで、今回の大学等連携活性

化事業という形で新たに組み直したという経緯

です。

この事業の構成ですが、どういう体制で行っ

ているのかと言うと、大学では大分大学に事務

局を置き、「おおいた創生」推進協議会という

協議会を作っています。これは県内の大学が集

まって、大学全体の地域の中での生き残りと言

うか、地域の中でどういう役割が果たせるのか

大学自ら協議していきましょうという協議会で

す。

現在、大分大学の北野学長を会長として、県

や全市町村、商工会議所や産業界、銀行も入っ

ていますけれども、こういったところが集まり、

全５７機関がこれに参加して、大学だけではな

くて、産業界、それから行政も含めていかにし

て大学を有効に活用していくのかといった事業

を進めているところです。

意思決定は、年２回の総会でしています。

具体的な事業としては、さきほど委員御指摘

の教育プログラム、いろんな大学の学生が地域

に出ていくときの事業であるとか、様々な事業

をこれまでも進めてきていますし、学生の県内

就職もある程度効果が出ていると考えています。

就職率が４０％ちょっとということで、年度ご

とに若干上がったり下がったりしていますが、

事業を始める前よりは上がってきていて、効果

が出ています。
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今年度の事業の中では、県としてもこの協議

会が、具体的な部会を作って活動していますの

で、こちらを積極的に支援していくのは変わり

ありません。

これまでは委託料で行っていたのを負担金に

したのはなぜかという御質問がありました。こ

れについては、委託料となると県からの委託事

業になるので、個別具体的にこうしてください

と固めないといけなくなる。それに対して負担

金という形にすると、この協議会で自主的にこ

ういうところが足りない、こういうことに使い

たいといったことで、かなり柔軟に対応できる

ようになります。これまでの反省を含めて、負

担金の方が活用しやすいのではないかという提

案をして、委託料から負担金に変えたという経

緯です。

今回負担金という形に変わりました藤田委員

けれども、前回の事業が３年の事業でした。今

回単年度とは多分いかないと思いますけれども、

今手元にある「おおいた創生」推進協議会の高

等教育活性化中長期計画は一応２０２２年度ま

でのようです。先に向けて、まだ来年度以降に

ついては今話をすべきではないかもしれません

けれども、この場ではせめてこの２０２２年度

まで安定的に事業が進められるようにぜひバッ

クアップをお願いして終わりたいと思います。

要望でいいです。

予算概要の３８ページ、芸術文化に守永委員

よる地域おこし事業費についてお尋ねします。

この中で、みんなのアーツ体験事業というの

があります。これはさきほど部長からの説明の

際に、プロのアーティストを地理的、経済的に

芸術文化を体験しにくい環境の場所に派遣し、

アーティストについては今年度選定して、来年

度具体的な制作に移っていくという説明があり

ましたので、これからアーティストを選定して

いくんだろうと思うのですが、今後の具体的な

スケジュールを詳細に教えていただきたいと思

います。

特に地理的、経済的に芸術文化を体験しにく

い環境の場所に派遣するというのは、具体的に

どういうイメージのところに派遣すると考えて

いるのか。予算要求の段階では国東半島、姫島

村だとか、別府市といった地域があがっていた

ようですけれども、そういったところなのかも

含めて教えていただければと思います。

それと創造県おおいたネットワーク構築事業

についてです。県内各地で取組を進める実践者

等が一堂に会する合同成果発表会を開催すると

あるんですけれども、このネットワークを作る

ということは、一堂に会して発表会をするとい

うだけでなく、何らかの取組なり組織としての

機能も果たすのか、その辺もし考えるところが

あれば教えていただきたいと思います。

芸術文化によ秋月芸術文化スポーツ振興課長

る地域おこし事業費についてです。これは三つ

の事業に分かれていて、芸術文化による地域お

こし事業とみんなのアーツ体験事業、そして創

造県おおいたネットワーク構築事業となってい

ます。

さきほど部長から説明した今年度準備を行っ

て来年度と申し上げた部分については、最初の

芸術文化による地域おこし事業を想定していま

す。

その下のみんなのアーツ体験事業については、

これまで２６年度から継続して実施しているも

のです。この事業は、例えば造形作家、演奏家、

作曲家、ダンサー等の幅広い分野のアーティス

トを障がい者支援施設や、児童養護施設、高齢

者福祉施設、地域の公民館などプロの芸術家に

直接触れる機会が余りない施設に派遣して、参

加型のワークショップを実施しているものです。

今年度は、県内各地で１４回程度実施したい

と考えています。

派遣するプロのアーティストの候補について

は、決めているものではありません。予算の議

決をいただいた後、８月に派遣アーティストを

含む企画内容についての提案協議を行い、９月

には委託先を決定の上、事業を開始したいと考

えています。

平成２８年度に日田市の障がい者支援施設の

日田はぎの園にアーティストの大平由香理さん

という方を派遣して、施設の皆さんと作成した

作品が昨年、第２０回ＣＳデザイン賞の準グラ
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ンプリを受賞したということもあります。創り

上げた作品が高い評価を受けたという事例もあ

りますので、ぜひ引き続き取り組みたいと考え

ています。

二つ目の創造県おおいたネットワーク構築事

業における将来的な組織像についてです。現在、

県内各地で芸術文化の創造性をいかした特徴的

な取組が実施されています。この事業は、そう

した取組を実践している方々や県がこれまでア

ートマネジメント講座で育成してきた方々など

が一堂に会して、情報共有や意見交換を行うも

のです。組織化を目指したものではありません

で、互いに連携して刺激を受け合いながら、新

しい取組が県内各地で生み出されるということ

につなげていきたいと考えています。

内容的にはよく分かりました。守永委員

芸術文化による地域おこしということから、

まず芸術文化に対して興味を持っていただく、

子どもたち、そして若者に興味を持っていただ

くこととあわせて、やはり地域における人口減

少を考えたときには若い方々がその地域に残り

たいと思えるような企画に取り組んでいただけ

たらと思ったりもします。勉強のために大学に

行って、県外に出ることがあったとしても、や

がてはその地域に戻って自分たちが習ったよう

に子どもたちに伝えていきたいと思えるように

進めていただければありがたいと思います。要

望です。

以上で事前通告者の質疑を終了木付副委員長

しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

事前通告なしで失礼します。衛藤委員

まず、１５ページ、ふるさと大分ＵＩＪター

ン推進事業費と１７ページの移住者居住支援事

業費について、ＵＩＪターンが約１．３億円、

移住者居住支援が約１．２億円の合わせて約２．

５億円となっています。主に社会増対策の費用

だと思うんですけれども、この２．５億円でど

れぐらい社会増を増やそうとしているのか、現

時点での目標設定の数字を教えていただければ

と思います。

そして、そもそも人口ビジョンの今年の社会

増減の目標設定はどうなっているのか。この部

分との整合性を取りながら、しっかりと社会増

減の施策については定めていかなければいけな

いと思っています。そこのところの整合性がど

うなっているのか教えていただければと思いま

す。

続いて、３６ページ、おおいたスポーツ成長

産業化モデル事業費。この中にブルースタジア

ムプロジェクトとあるんですけれども、大分ト

リニータだけに限定している理由は何かあるん

でしょうか。大分に関係するスポーツのチーム

としては、同じサッカーでもヴェルスパであっ

たり、大分市のホームタウンスポーツに設定し

ているフットサルのバサジィ、そしてバレーボ

ールの三好ヴァイセアドラーなどもあるんです

けれども、トリニータに限定する理由が何かあ

るのか。

そして、この中を見ると子ども向け、女性向

けを主なターゲットとしているんですけれども、

その根拠はどこにあるんでしょうか。例えばプ

ロ野球の横浜ベイスターズは、仕事帰りの男性

サラリーマンを対象にしています。しっかりと

したマーケティングに基づいてこういった目標

設定は行われるべきだと思うんですけれども、

そこの部分の根拠がどうなっているのか。

そして、現時点での成果指標の設定がどのよ

うになっているのか教えていただければと思い

ます。

３点目が、５０ページ、おおいたブランド戦

略強化事業費。これも決算時には出てくると思

うんですけれども、成果指標をどのように設定

しているんでしょうか。海外パブリシティ活動

に要する経費として８６０万円ほど設定してい

るんですけれども、海外広報８６０万円でどの

ような成果を見込んで設定しているのか。例え

ば、海外からの入込客数をこの広報活動を使っ

てどのように増やしていくとか、そういった具

体的な目標設定がどうなっているのか。主には

費用対効果という観点から、それぞれどのよう

になっているのか教えていただければと思いま

す。

１５ページのふる中山おおいた創生推進課長
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さと大分ＵＩＪターン推進事業費並びに１７ペ

ージの移住者居住支援事業費、これらの予算が

それぞれどういう移住者の確保を目的にしてい

るかという質問です。

まず、ふるさと大分ＵＩＪターン推進事業は、

当初予算ですが、目標値を１，２１６人として

います。昨年までの実績などを含め、この辺り

を目標ということで考えています。

それから、移住者居住支援事業ですけれども、

こちらは約４００人にこの事業を活用いただき、

移住していただければと考えています。

さきほど木田委員から御質問いただきました

が、その際社会増減について２０１８年の目安

ということで申し上げました。今年度について

は、自然減が６千人弱、社会減を５００人弱と

しているところです。さきほど申し上げた事業

のほか、関係事業の効果を発揮しながら、目安

ではありますけれども、こういったところに近

づけていきたいと考えています。

おおいたスポ秋月芸術文化スポーツ振興課長

ーツ成長産業化モデル事業費の中のブルースタ

ジアムプロジェクトについてです。

まず最初に、トリニータについての話です。

この事業については、まずは大分スポーツ公

園総合競技場の利用促進を目的としています。

事業展開する中で、他のプロスポーツにもその

成果を反映させていきたいと考えています。

また、子どもたちや女性を中心に展開という

ことですけれども、この事業についてはさきに

トリニータファンの構造等の調査研究を行って

いて、その中で女性や子どもたちに対するさら

なるアプローチが必要だという調査結果をいた

だいたので、今年度新たに取組をするものです。

成果については、今回この事業を展開する中

でアンケート調査などをしっかりと行い、その

結果を、また他のプロスポーツにも展開してい

きたいと考えています。

おおいたブランド戦略強化河野広報広聴課長

事業費の海外戦略の面ですが、海外パブリシテ

ィ活動に要する経費として８６４万円を上げて

います。内容としては、海外のメディア等を東

京の坐来に呼んで、観光部局やラグビーワール

ドカップ部局と一緒に大分県の情報をいろんな

ところで聞いていただき、今後の大分県への取

材活動等につなげるような事業です。

あとはメディアツアー委託として３００万円

ほど上げていますが、これについてはラグビー

ワールドカップが今回開催されるので、そのと

きに大分県で開催されるチームのメディアの方

が大分県にかなり来るであろうということで、

そういう方を大分県内の観光地等に御案内して、

それらの国々のいろんなメディア、媒体等で発

信してもらうことを目指しています。

あと海外パブリシティのＰＲ広告として、昨

年度海外向けのビデオを作っています。そのビ

デオに今回のワールドカップ期間中の大分県の

盛り上がりをくっつけ、さらに内容を充実した

ものにして、海外向けにいろんな契機を捉えて

発信していこうと思っています。

指標ですが、大きな指標としては地域ブラン

ド調査の魅力度ランキングの令和元年度の目標

を１７位と設定しています。

さきほどお話のあった海外パブリシティに関

しての成果ということですが、これについては

観光部局など一体的にいろんな意味で総合的に

行うことにしているので、具体的な数字は置い

ていません。なるべく多くの方、今はアジア中

心の誘客ですが、それ以外の欧米、大洋州から

のお客さんにたくさん来ていただくことで少し

でも消費単価の拡大を図るよう目指しています。

１点目ですけれども、結局は人口ビ衛藤委員

ジョンとの整合性って取れているんでしょうか。

全部つながった上での今回の目標設定という理

解でよろしいんでしょうか。

ＵＩＪターンと居住者支援で１，１００人と

４００人で合わせて１，５００人増やすという

中で、最終的に今年の目標が社会減で５００人

となっています。ここから２千人減るというイ

メージなんですけれども、もともとの計画との

整合性があるのかどうか、最後に確認させてい

ただければと思います。

それとスポーツ成長産業化について、単なる

ドームの利用促進だったら成長産業化でも何で

もないと思うんですよね。事業の名前とそこが
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誤解を招きやすいと思うので、ここのところは

しっかりと考えていただければと思います。

アンケート結果を展開していくという成果指

標も全く成果指標として意味をなしていないと

思います。きちんと数字で分かるように設定し

ていただければと要望します。

人口減少対策についてどの中島企画振興部長

ように目標設定し、それを達成していくかとい

ったところは大変大事な課題と思っています。

今回の補正予算の中でもいろいろと検討してい

ます。社会増減のところで随分足りていないと

いう認識があったので、今回補正予算の中で一

つ一つ、この事業はどのくらい効果があるのか、

あるいは自然増減に対してこの事業はどのぐら

い効果があるのかと試みとしていろいろとやっ

ています。この試みは精度がどの程度なのかと

いう点で難しいところがありますので、なかな

か公表するには至っていません。そういうとこ

ろをブラッシュアップしながら、プランの見直

しとか、総合戦略の見直しとかを今やっていま

す。その辺がなるべく分かりやすいように、Ｐ

ＤＣＡで毎年回していけるように、そういった

形でこれから取り組んでいけるように検討して

いきたいと思います。

通告なしで申し訳ありません。河野委員

まず、２ページの事業体系の中の一番最後、

スポーツの振興で、ラグビーワールドカップ２

０１９の感動共有とレガシー継承とあります。

このレガシー継承について、具体的な事業がど

こにどう現れてくるのか見たんですけれども、

分かりませんでした。

それで、４３ページのラグビーワールドカッ

プ開催事業費を見たんですけれども、開催後に

どのような形でこれをいかしていくのか、スポ

ーツ文化についてこの国際大会が来たというこ

とで済んでしまうのか、それをどのように具体

的にレガシーというところまで昇華する動きを

作っていくのか教えていただきたいと思います。

それが２０２０年のオリンピック・パラリンピ

ックの事業につながるのか、もっともっと長く

つながるのか、そういった体系に沿った事業展

開というのがどこかで組まれているんであれば

教えていただきたいと思います。

高橋ラグビーワールドカップ２０１９推進室長

ラグビーワールドカップのレガシーについて

御質問をいただきました。

いよいよあと６３日ということで、我々はと

にかくこの秋の大会を成功させること、これを

まず第一に考えています。今それに向けていろ

んな部分でやっています。

レガシーの話、５試合ありますので、それを

まず成功させて、その後、どういうものが残る

のかということですが、まず一つは、ラグビー

の魅力と感動の共有ということで、その大会を

しっかり見ていただいて、ラグビーの精神が五

つ、品位、情熱、結束、規律、尊重とあります

が、この五つをぜひ子どもたちに残していきた

い、それを感じてもらいたいというのがまず一

つです。それからもう一つは、インバウンドの

加速です。

特にこの予算に関して申しますと、直接レガ

シーとは書いていませんけれども、例えば試合

が終わった後もラグビー教室は年度を通じてや

る予定で、そういったところで子どもたちに対

する精神の涵養、育成をしていきます。また国

際理解講座を継続してやっています。ＩＣＴを

通じて選手と学生が話をして、いろんなことを

学んでもらう、こういったものもラグビーの試

合が終わったら終わりというのではなく、その

後もしっかり継続してやっていこうということ

です。

それ以外については、具体的に今後しっかり

検討していこうと考えています。

事業実施に一生懸命で、その後のこ河野委員

とについてはこれからというお話のようだった

と思います。さきほどもいろいろ出ていました

２０２０オリパラ、国際スポーツ大会誘致、そ

しておおいたブランドの向上と、せっかく企画

振興部の中にあるんであれば、ラグビーワール

ドカップの開催地としてのレガシーをこういっ

た事業にどう反映させていくのか、やっぱりひ

ねりがないと、この事業体系がそのまま受け止

められないなと思います。例えばラグビーワー

ルドカップ事務局は、大会が終わって後始末が
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終われば組織的にも消えるわけですよね。そう

いったことから考えたときに、レガシーと言わ

れるものについて言うと、別の方向、いわゆる

スポーツを通じたおおいたブランドの確立であ

るとか、事業の展開を考えていくべきだと思う

んですが、その辺については部長、何か考えが

ありますか。

レガシーについてなんです中島企画振興部長

けれども、ただいま開催に向けて全力投球でや

っていて、レガシーはその後からというのは、

ちょっと誤解があったと思います。大会にも全

力を向けて頑張っていますけれども、それがひ

いてはレガシーにつながっていくよう、その仕

込みは今しっかりとやっている積もりです。

一つは、大会を成功させて感動を共有して、

ラグビーを盛り上げて、ラグビーだけでなくて

スポーツを盛り上げて、地域づくりにつなげて

いく、こういうことを今やっているんだという

こと。

それから、たくさんの人に来ていただく。あ

あ、大分はいい所だな、すごい所だな、面白い

所だなと思ってくれる仕かけ、それを例えばフ

ァンゾーンだとか、シティードレッシングだと

か、そういったところでこれからやっていくよ

うにしていますし、きちんとおもてなしができ

るように、おもてなし本部を作ってやっていま

す。それがひいてはリピーターにつながってい

くと思います。

それから、大分のうまいもの、大分のものは

うまいよと言ってもらえるようなものを発信し

ていく。来た選手の方々、観客の方々に大分の

ものをしっかり発信していくために、ホテルや

飲食店にアプローチしていこう、あるいはファ

ンゾーンの中でこんな売り方をしていこう、そ

ういったことにしっかりと取り組んでいます。

それが来年度につながるように、また、来年度

レガシーの継承というところでの予算事業にも

取り組んでいくことになると思います。

私も通告していませんでした阿部（長）委員

けれども、１点だけお伺いします。

１８ページのネットワーク・コミュニティ推

進事業費ですが、このネットワーク・コミュニ

ティはどういうものなのかということ、これを

進めていく意味というのを教えていただきたい。

それと、さきほど中山課長がお答えのときに杵

築の取組の話をされていましたけれども、よく

聞こえませんでしたので、どういう取組をして

いるのかお願いします。

ネットワーク・コ中山おおいた創生推進課長

ミュニティは、単独の集落ではその機能を維持

できなくなっている課題を持っているところを

複数の集落でつないで、連携したネットワーク

機能の中で補い合いながら課題の解決に取り組

んでいます。

さきほど申しました委託事業、それとその後

の補助事業というプログラムになっていて、杵

築で行われているのは上地区というところです。

地元の方がアンケートなどをしながら、地域の

活性化について地元の方が中心になって検討し

ていて、私どもの委託事業を活用し、今熱心に

取り組んでいただいています。さきほどは委託

事業の質問でしたので、杵築で行っている委託

事業の取組事例として紹介しました。

具体的な取組事業はあるんで阿部（長）委員

すか、杵築で。

事業内容は、一つ中山おおいた創生推進課長

は地域課題解決の基礎となる計画を策定するこ

と、それと一つは、これはまだ計画内容ですが、

小学校跡地の活用方法の検討、あとは地域の農

産物の販売促進のためのツールと言うかその方

法、方策の検討が、今計画の中で描かれている

ところです。

このネットワーク・コミュニ阿部（長）委員

ティという取組は、我々の地域では人口減少、

高齢化が進む中で、これから非常に大事なこと

ではないかなと思っています。ですから、市も

一生懸命やっていると思いますけれども、県も

応援してもらいたいと思います。

反面、立地適正化計画というものと、この地

域コミュニティの関係はどのようになるんです

か。というのは、杵築は今、立地適正化計画も

策定しようとしています。ここら辺の関係性は

どうなるのかな。

県の事業を活用い中山おおいた創生推進課長
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ただいて課題解決に取り組むというところは、

エリアを管轄している振興局と一緒になって地

元に対応しています。それとあわせて、杵築市

とももちろん連携しながら、我々県だけでやっ

ているわけではないので、地域の皆さまを中心

としながら、それぞれの計画とリンクし、尊重

しながら我々の事業を活用いただくという取扱

いにしています。

そうじゃなくて、まだ聞ける阿部（長）委員

のかな。

質疑は２回までですので、あと木付副委員長

は個別に聞いていただきたいと思います。

だけれども、今答えになって阿部（長）委員

いないから。私が聞いたことに対して答えてい

ない。この立地適正化計画の……。

ちょっと待って。木付副委員長

課長、答えられるの。今のはどうなんですか。

立地適正計画、そ中山おおいた創生推進課長

ういったものは市と十分連携しながら、私ども

も相違ないように、リンクし……。

そんなことは聞いていない。阿部（長）委員

関係性はどうなるのかと聞いている。

それは地元の方を中山おおいた創生推進課長

中心にしながら、市とも連携しながら、そこの

方向を一に……。

答えになっていないじゃない阿部（長）委員

か。

ちょっとすみません。私、中島企画振興部長

不勉強で恐縮なんですけれども、少し立地適正

化計画を説明いただいてよろしいでしょうか。

（「いいですか。もしよろしければ。」と言う

者あり）

どうぞ。木付副委員長

杵築市が今進めようとしてい阿部（長）委員

るところは……。

いやいや、ちょっと２回までで木付副委員長

すから。

いやいやいやいや。（「後で阿部（長）委員

聞いて」と言う者あり）

あとは個別でお願いします。２木付副委員長

回までの再質問になっていますので。

じゃあ、私の質問に答えても阿部（長）委員

らいたいと思いますね。相反することじゃない

か、やることは。

立地適正化計画を、私承知中島企画振興部長

していませんけれども、さきほど課長から申し

上げたとおり、今、人口減少で小規模集落が本

当に増えてきています。これにどう対応してい

くかということで、知事も住み慣れた地域でぜ

ひ住み続けてもらいたいと。そのためにはどう

したらいいのか、そういったところを進めてい

くためにネットワーク・コミュニティ、コミュ

ニティに少し欠けてきた機能を複数の集落で補

い合ってやっていこうと。これは地域によって

いろんな実情があると思います。例えば、社会

福祉協議会がいろんな取組をやっているところ

もあるし、なかなか集落の活動がないところも

あるし、その地域の実情を考えながら市町村と

一緒になって、県の振興局も入って、その地域

にとって何が一番いいのか、何が足りないのか、

そういったところを考えながら、必要なものに

対して県が支援事業でもって支援していくとい

う取組です。いろんな計画が市にもあるかもし

れません。それはネットワーク・コミュニティ、

あるいはその計画を進めていく上で当然地域の

皆さんが一緒に話し合って折り合いを付けてい

くということが大事だと思います。この計画は

優先だとか、この計画は違うんだとか、そうい

ったことではなくて、やっぱり地域の中の問題

は地域で議論して折り合わせていくといったこ

とが大事だと思っています。

じゃあ個別に。阿部（長）委員

通告していませんが、よろしくお願清田委員

いします。

４９ページの県民の風モニター推進事業費１

２６万５千円、県政モニター制度等を推進する

ために要する経費とあります。現状、県政モニ

ターと呼ばれている方は何名いらっしゃるのか。

また、その応募方法や選定基準、そのモニター

から出た意見の取扱いがどのようになっている

かお聞かせください。

県政モニターのうち、一般河野広報広聴課長

モニターは毎年２月から３月にかけて新聞や広

報紙、県庁ホームページ等で募集しており、県
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外モニターは県の県外事務所や、大学生につい

ては各大学で、海外の方は国際政策課等経由で

募集しています。

応募基準については、基本的には大分県内居

住の方ですが、大分出身者だとか、大分県の大

学を卒業したりとか、何がしか大分にゆかりの

ある方については対象としています。ちなみに

１８歳以上の方が対象です。

応募時に応募理由等を書いていただいていま

すので、その応募理由の中身を拝見して、モニ

ターとしてふさわしい方であれば委嘱するとい

う仕組みです。

今年度は一般モニターが１１５人、県外モニ

ターが３１人、学生モニターが４８人、海外モ

ニターが１０人の合計２０４人の体制で運営し

ています。

提案内容については、環境、福祉、観光、産

業分野など幅広い分野がありますので、広報広

聴課で担当部局、担当課を指定して、担当課か

ら回答します。担当課の広報幹事、広報委員、

広報委員というのは各部の審議監ですが、そち

らの決裁を経た上で最終的に本人に返すという

形をとっています。

さきほどから言われている移住者へ今吉委員

の支援事業です。資料も後でくれるんでしょう

けれども、以前空き家バンクという方法もあり

ましたよね。この制度とは全然違うと思うんで

すけれども、このＵＩＪターン推進事業で年間

１千人ぐらい目標として、移住者居住支援事業

で４００人ぐらいという目標なんですけれども、

県としては県内の市町村全部とちゃんと連携し

てやっているんでしょうか、そこがちょっと疑

問なんですけれども。中津では余り聞いたこと

がないもんで。全部の市町村と連携してこの事

業が成り立つようにやっているのかどうか、確

認したいんですけれども。

市町村との連携で中山おおいた創生推進課長

すけれども、例えば毎月東京、大阪、福岡で開

催するおおいた暮らし塾というのがあります。

地元自治体としてブースなどを出していただく

ために市町村に紹介して、市町村の担当部署の

職員が出てきて、移住希望する方、検討してい

る方と県外の相談会で細やかに対応していただ

いています。

それと今回の補正予算にも提案していますが、

市町村が設けている例えば家の改修費用だとか、

今回新しく設けている家賃補助とか、県も間接

補助金として支援し、移住者を迎え入れるとい

う施策を市町村と一緒になってやっているとこ

ろです。

中津の場合も空き家バンク等は当然今吉委員

あるんですね。ただ、空き家バンクは旧下毛で

あるんですけれども、旧中津については一切そ

ういうのがないんですよね。移住したい人が中

津に来るか分かりませんけれども、来たいと言

ったときにはそれが適用できないことになりま

すから、各市町村にちゃんと連絡しているかな

と思っただけなんですけれども。

中津市ともやり取中山おおいた創生推進課長

りし、空き家バンクの活用も全市町村とやって

います。ホームページを活用しながら、空き家

バンクの利活用促進に取り組んでいます。その

中で中津市では、市街地の旧中津市内へ移住し

ていただくよりも、いわゆる周辺地域への移住

を促進したいという方向性、判断もあると聞い

ています。

ただ、中津市の空き家バンクの財源今吉委員

は、この県の補助金支援とは全然別の単独事業

じゃないかと思うんですね。だからこういうの

が生きていないなと思うんですけれども。

それぞれ市によっ中山おおいた創生推進課長

て力を入れようとするところは、この空き家バ

ンクであったり、家賃補助であったり、様々あ

ります。中津市が空き家バンクに対する補助を

行っていないということは承知してなかったの

で、確認して、県との連携を考えて協議してい

きたいと思います。

１８ページのネットワーク・コミ二ノ宮委員

ュニティ推進事業費で、さきほどの回答でちょ

っと引っかかったことがあったのでお聞きしま

す。特に大切なのが足の確保ということで、地

域は大変困っています。さきほどの回答の中の

成功事例で、耶馬溪かどっかだったと思うんで

すけれども、地区で車を仕立ててという回答が
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ありました。白タクに引っかかってなかなか地

区ではそれができないと私は理解しているんで

すけれども、その辺何かやり方によっては白タ

ク扱いができるのかどうか、聞かせてください。

いわゆる白タク行為という遠藤交通政策課長

自家用有償旅客運送に該当するものだと思って

います。この６月に政府の骨太方針の中でも自

家用有償旅客運送についての利用拡大が位置付

けられています。

具体的には自家用有償旅客運送をする市町村

は、実際はタクシー事業者とかバス事業者に運

行を委託するというやり方をしていますが、そ

のような手続が法定化されていません。なので

市町村が自家用有償旅客運送する際にバス事業

者、タクシー事業者に委託する手続を法定化し

たり、自家用有償旅客運送ができる地域がいわ

ゆる交通空白地域でなければできないことにな

っているんですけれども、その基準が各市町村

の中でちょっと曖昧だというところもあるので、

国でその基準を示すといった動きが今あります。

今後はその中で、自家用有償旅客運送の活用と

か在り方が変わってくるのかなと思っています。

それを踏まえて、活用の仕方も拡大する可能性

もあるかなと思っています。

各市町村は、今コミュニティバス二ノ宮委員

という形で足を守ろうとやっているんですけれ

ども、その辺が引っかかっています。大きく市

全体でバスを運行するというのはいいんですけ

れども、小さなネットワーク・コミュニティの

中で、せっかく人がいるからそういう移動手段

ができないかといろんな手を打っています。そ

の辺にいつも引っかかって進んでいないので、

方法を変えていくと言うか、ネットワーク・コ

ミュニティの中で人を運ぶことができるような

方法をぜひ考えていただきたいと思うんです。

要望でいいですか。木付副委員長

要望でいいです。二ノ宮委員

ほかに質疑もないようですので木付副委員長

（「ちょっと」と言う者あり）最後です。簡潔

にお願いします。

２８ページ、海外戦略加速化事業費末宗委員

と大げさな名前で、中身を見ると総花的にちょ

こっとずつ予算が付いているんだけれども、こ

れは本当にこの名前のとおり効果が出るのかど

うか。本当に担当課が自信があるんかなと思っ

て、ちょっとそこら辺りを教えていただきたい。

それともう一つ、６２ページで国際航空路線

誘致・拡充促進事業費で韓国線と書いているけ

れども、今、徴用工の問題、貿易摩擦、輸出規

制の問題が起きているんだけれども、そういう

中で今年度、本当に効果が出ると今確信を持っ

て予算を付けているのかどうか、そこら辺りの

自信のほどを聞かせてほしいんだけれども。

海外戦略加速化事業費につ藤井国際政策課長

いて御質問いただきました。

大分県では、人口減少が進む中で、海外の成

長を取り込みつつ共に発展するという基本理念

の海外戦略を定めています。その海外戦略に基

づいていろんな事業、例えば観光やものづくり

などを一体的な部局連携のもとトップセールス

で実施し、新たな販路開拓だとか、インバウン

ドの誘客につなげるようなプロモーション事業、

あるいは海外からの留学生が人口当たりで京都

に次いで２番目に多いという強みをいかして、

帰国海外学生ネットワーク支援事業と言って帰

国した留学生とネットワークを結び県内の産業

振興等につなげていくという事業などに取り組

んでいるところです。

国際航空路線の安定的な運遠藤交通政策課長

航に関して、現在の輸出規制だとか、日韓関係

について質問がありました。

現在、新規路線の誘致に取り組んでいますけ

れども、それをする上でまずは現在就航してい

るソウル線、こちらはデイリーで飛んでいます

けれども、こちらの安定的な運航を実現させる

ことが最も重要だと思っています。そのために

は、やはり航空会社と連携して利用促進、また

ＰＲをしっかりとやっていかなければいけない

と自負しています。今年度も引き続き連携して、

しっかりと利用促進に取り組んでいきたいと思

っています。

さきほど質問したのは海外戦略だけ末宗委員

れども、名前がいいんよね、海外戦略加速化と

書いてね。それと今の答弁のかい離が物すごく
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激しいもんだから。部長、名前にふさわしい中

身がないと事業もおかしいわけで、ちょっとそ

の辺りを。

次は、韓国。課長の言うのは本当にスムーズ

に行けば非常にいいんだけれども、今の状況の

認識、どう見ているかというのをちょっと聞き

たかったわけよ。今の状況を見るとスムーズに

話合いができそうな雰囲気じゃないような気が

する。そういう中で自信ありげに理想は言うた

けれども、これ課長の力じゃなくて、国家の力

がいる話合いだから、中央から来ているんだろ

うけれども、中央の旧運輸省を代表して答える

ような気持ちで答弁をしっかりと。自分はどう

思うとか、韓国との今の関係を、そこら辺りの

基本を踏まえて答弁をもう一回。

委員から御指名いただきま遠藤交通政策課長

した。一応日韓の関係について、私から現在の

感想ですとか状況を述べる立場にはないかなと

思っています。ただ、いずれにしても、そのよ

うな関係は日韓の国と国同士の状況ではありま

すけれども、少なくとも航空路線の安定化、利

用促進については、まずは今後の利用状況、搭

乗率などを見ながら、航空会社としっかりと連

携していきたいと思っていますので、いろいろ

と御指導よろしくお願いします。

よろしいですか。（「はい」と木付副委員長

言う者あり）

ほかに質疑もないようですので、これをもっ

て企画振興部関係予算に対する質疑を終わりま

す。

―――――→…←―――――

以上で本日の審査日程は終わり木付副委員長

ました。

次会は、２２日午前１０時から当議場で開き

ます。

これをもって本日の委員会を終わります。お

疲れさまでした。


